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巻 頭 言

はじめに
筆者は亜熱帯島嶼地域に位置する日本最南端の沖

縄で教育と研究に従事している。沖縄の冬は温暖で、

教育と研究を施すには恵まれた自然環境下にある。

しかも、昨今のIT技術の進歩や航空機の発達で、な

にかにつけて不便な離島という感覚を忘れるほど本

土と一体化している。必要な情報もインターネット

のおかげで瞬時に入手でき、日本各地や外国にも容

易に足を運ぶことが可能である。その中で、沖縄振

興策の目玉の一つとして、2012年頃に沖縄に生命科

学などを核とする最先端の大学院大学を開設するた

めの準備が徐々に始まっている。このように、のん

びりした情景が浮かぶような離島でありながら、一

方では都心並みの街に変貌しつつある昨今の沖縄で

ある。

地震地域係数
ご承知のように、沖縄は地震地域係数が日本で一

番低い0.7である。東京、大阪に比較すれば30％も低

い設計用地震力を採用できる。というと、沖縄は地

震が日本で最も少なく、万一起きてもその地震動は

小さいと思われがちである。はたして、そうであろ

うか。沖縄県に隣接する奄美諸島の地震地域係数は

1.0である。もっとも、これには奄美大島近海での活

発な過去の地震活動に加えて、その付近で1911年発

生した琉球弧最大の地震「喜界島近海地震」

（M=8.0：仮称）の影響も大きいといわれている。し

かし、地震地域係数が1.0の鹿児島県・与論島と0.7の

沖縄本島の北端・辺戸岬は、わずか20km程度の隔た

りしかない。この程度のわずかな隔たりでも、行政

県が異なるだけで地震地域係数が0.3も異なるのであ

る。また、1981年に施行された新耐震設計法の原案

では、沖縄県の地震地域係数は福岡県と同じ0.8であ

ったらしい。しかし、第2次世界大戦後も、設計震

度0.1（地震地域係数で0.5相当）が採用されてきた沖

縄では、経済的な問題や現行の基準との整合性（増

築や改築で矛盾をきたす）などを考慮して0.7に設定

されたと聞き及んでいる。したがって、沖縄に地震

が少ないわけではない。県庁がある沖縄本島では第

2次世界大戦以後、震度階4以上の地震こそ経験して

いないが、沖縄周辺では地震が多く、特に台湾に近

い石垣島、西表島、与那国島などは震度階5の地震

を幾度も経験している。しかも、この地域は1771年

「八重山地震津波」（M=7.4）を経験し、1万人前後の人

が亡くなっている。このように小さな島々からなり、

四方海に囲まれた沖縄県は津波にも要注意である。

沖縄県はフィリッピン海プレートの西縁にある南西

諸島海溝（琉球海溝）に沿って飛び石のように連なっ

ているので、大地震が発生する可能性は高いといわ

れている。しかも、沖縄県の行政区域は九州をすっ

ぽり包み込むほど広く、その中には南・北大東島の

ようにプレート境界や琉球列島からはなれた孤島を

太平洋にぽつんと形成し、それこそ地震地域係数が

0.7でも大きすぎるくらいの地域もある。このように

広大な海に囲まれ、しかも地震活動度も異なる広い

行政区域を有する沖縄県で、地震地域係数が0.7と低

いことに加えて、沖縄全県同じ係数であることにも

問題があろうと思われる。

ピロティ建築は恐怖の免震構造
そのような沖縄では、亜熱帯島嶼地域に起因する

高温・高湿の気候条件、大量輸送機関の欠如に伴う

車社会、土地の狭小さからピロティ建築物が好まれ

る。しかし、このようなピロティ建築物は過去の地

震被害から地震に弱い建築物として広く認知され、

阪神・淡路大震災以後ピロティ建築物にはペナルテ

ィが強化され、剛性率による必要保有水平耐力の割

り増しが図られた。それにもかかわらず、上記の理
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由から沖縄ではピロティ建築物の建設が盛んであ

る。これを後押ししているのが前述の地震地域係数

0.7であると筆者は考えている。筆者がかってタイ国

を訪れたとき、その内陸部で4-5階建てのRC造宿舎

に目を見張った。それは、その建物の1階が駐車場

として、壁のない完全ピロティ建築物であった上に、

そのRC柱があまりにも細かったからである。なんと、

柱幅やせいが筆者の手のひら分しかなかった。それ

は22-23cmであり、筆者らが標準RC柱として通常行

っている加力実験用柱試験体の25cm断面幅やせいよ

り小さかったことを鮮明に思い出す。地震も台風も

ない重力だけの地域ではこんなに細い柱でも許容で

きるのかと。この事実を沖縄のピロティに重ね合わ

せると、沖縄のピロティ柱の断面サイズは少なくと

もタイ国の2倍程度はあるが、本土のそれと比較す

るとやはり細い傾向にあることは否めない。地震地

域係数0.7の影響が柱の断面サイズにも影響を与えて

いるようである。そのほかにも壁にブロックを多用

しているにも拘わらず、その剛性や強度を無視し、

純ラーメンに近い計算も広く行われているのではな

いかと推定される。いずれにしても沖縄にはピロテ

ィ建築物が多く、しかも1階ピロティ部に壁が一切

配置されていない柱だけからなる完全ピロティ建築

物が極めて多い。このような完全ピロティ建築物は

恐怖の免震構造物といっても過言ではないであろ

う。すなわち、1階ピロティ部に変形が集中し、上

部構造の水平変位が剛体移動で主に支配されること

になる。一方、免震構造では免震装置を取り付けた

層に変形が集中し、その上部層が同様に剛体水平移

動で支配されることを考えると、ピロティ建築物も

1種の免震構造物と言えないこともない。しかし、

ピロティの場合は1階ピロティ部に変形制御機構や

ダンパーなどがないので、応答を制御することがで

きない。そのため、1階ピロティ部に地震で水平変

形が集中し、そこに大きな損傷をきたすことになる。

上部構造それ自身の損傷は免れたとしても、床が傾

いたり、落階するので、それは恐怖の免震構造であ

ることにかわりない。その点では建物の応答加速度

をアイソレータで減少させ、かつ応答変位をダンパ

ーで減少させることにより、合理的に応答が制御設

計された免震構造は優れものである。その免震装置

をピロティ建築に組み込み、地震に対して安全で、

快適なピロティ建築が耐震補強（免震レトロフィッ

ト）および新築の両方に具現化されてきた。これは、

恐怖の免震構造であるピロティ建築を免震技術で

克服しようとする新しい試みでもある。地震が活

動期に入り、頻繁に起こるようであれば、耐震安

全性に優れた免震構造の優位性はますます際立っ

てくる。

福岡県西方沖地震の教訓　その1
その免震構造物がこの沖縄でも散見されるように

なった。IT施設関係や病院関係の建物に採用されて

いるようである。ただ、本土と異なり、沖縄の場合

は強烈な台風が毎年のように襲ってくる。免震装置

の設置に伴い建物の水平剛性が大幅に減少すると、

台風時には強風で建物が揺れやすくなるのではない

かという危惧がないこともないが。さらに、長周期

成分が卓越した地震動やレイリー波など周期の長い

表面波に襲われた場合の共振現象にも心配がないわ

けではない。一方、本土で最も地震地域係数が0.8と

小さい福岡県では、2005年3月20日に「福岡県西方沖

地震」（M=7.0）が発生し、免震工法を採用した新築の

大病院で、ダンパー取り付け部が破損した。破損箇

所は全体の10％程度で大きな問題ではないが、警鐘

を与えることになった。アイソレータやダンパー部

の水平変形は、部材角で50％（1/2 rad）、いや100％

（1 rad）？の大変形である。これでは、P－Δ効果に

伴う不安定現象が起きはしないかと心配である。大

地震動時でも1％（1/100 rad）前後の部材角レベルが問

題となる柱部材とは異なり、大変形に伴いダンパー

部材が伸び、ダンパー定着部に引張力がもろに作用

することになる。微小変形の世界ではありえないこ

のような引張力は、同時に復元力の役割をはたして

いる。しかし、これは有限変形ともいうべき大変形

の世界で生じた現象であり、十分剛強な定着設計が

望まれる。これも「福岡県西方沖地震」が免震構造

物にプレゼントしてくれた教訓であろう。

福岡県西方沖地震の教訓　その2
ピロティ建築は免震層に相当する1階ピロティ部

が真っ先に倒壊・崩壊し、建物全体に致命的な損傷

を引き起こすが、免震構造物がその免震層で破損す

ることは許されないことである。その「福岡県西方

沖地震」でも都心部の古い5階建てのピロティ建築

物（1966年の設計）が、1995年の阪神・淡路大震災の

例を引き出すまでもなく、やはり大破している。一

方、中高層ビルの一部は2次部材やガラス窓の損傷
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が注目を集めたが、柱、梁などの主要構造要素の損

傷はほとんど見られない。このような2次部材の損

傷は、「1978年宮城県沖地震」（M=7.4）でもすでに経

験したことではあるが。耐震性能が確実に向上した

からこそ、これらの主要部材の変形に追随できず、

あるいはそのような配慮が欠落していたので、それ

らは壊れるべくして壊れたのだと考えられる。逆説

的に言えば、耐震性能が悪ければ2次部材などが損

傷する前に主要構造体が崩壊し、それらの損傷は見

られなかったはずである。すなわち、このことは耐

震設計技術、すなわち耐震性能が確実に向上した証

でもあると理解することも可能であろう。このよう

な2次部材などの損傷は医学の進歩で人間の寿命が

延びたからこそ、がんや心臓病などの成人病が注目

されるようになったことと同じようなものであると

見なすこともできよう。

おわりに
大地震動に対しては鉛直荷重の安定な支持条件

を前提に、水平荷重による合理的な損傷を構造体

に起こし、エネルギーを吸収することで建物の耐

震安全性を確保する伝統的な耐震設計法に対して、

最近では建築物の地震時の応答を人為的に制御し

て建物本体の損傷を防ぎ、かつ家具の転倒、揺れ

などを極力小さくおさえ、かつ安全性を十分確保

可能な免震設計法や制振設計法も盛んになってき

た。自然のシェイキング・テーブル（振動台という

より震動台）と言っても過言ではない琉球弧を含む

日本列島が、地震の活動期に入ったとはいえ、再

現期間が長い大地震を相手にその防災・減災を考え

た場合、どの設計法を選択するのが適切かは経済面

の要素もあり、答えはまだ容易ではない。しかし、

最近マスコミをにぎわしている耐震偽装問題が一般

の人をして耐震構造に関心を引き起こすとともに、

耐震技術が地震災害を教訓に、そのつど確実に進歩

していることは歓迎すべきことである。

3巻頭言

巻 頭 言
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1 はじめに
1号館は新潟美咲合同庁舎全5棟の1棟目の建物と

して計画され、新潟地方法務局のバックアップセ

ンターと国土交通省北陸地方整備局がその入居官

署となる。

国土交通省北陸地方整備局は国直轄の河川・道

路・港湾空港の建設・管理や官庁建築の建設を始

めとする国土計画の推進を行うと共に、防災機能

を備えた官署となっている。新潟美咲合同庁舎全

体として広域防災拠点と位置付けられているが、

その中でも防災機能の中核施設である。

また、今後の段階整備を踏まえ、全体完成時に

全体の一部として機能することと、1号館の独自性

の両立を図り、優良な社会ストックとして長期耐

用性とフレキシビリティに優れた計画も行い、そ

の後の長期間にわたる使用に際し社会の変化や利

用形態の変化に追従できる建物とする。

2 建物概要
建 設 地：新潟県新潟市美咲町1-1-1

建 築 主：国土交通省北陸地方整備局営繕部

意匠設計：国土交通省北陸地方整備局営繕部

株式会社黒川紀章建築都市設計事務所

構造設計：国土交通省北陸地方整備局営繕部

株式会社織本匠構造設計研究所

主 用 途：庁舎

建築面積： 3,098.95 m2

延床面積：16,428.74 m2

階　　数：地下0階、地上8階、塔屋0階

軒　　高： 37.05 m

最高高さ： 82.50 m

基 準 階：階高 4.0 m

基　　礎：杭基礎（鋼管杭）＋地盤改良

免震構法：地上1階床下を免震層とする基礎免震

とし、免震装置は、鉛プラグ入り積

層ゴム支承・直動転がりローラー支

承・オイルダンパーを採用する複合

免震システムとする。

■図1 建物外観
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新潟美咲合同庁舎１号館

池田 誠
国土交通省北陸地方整備局

中澤 昭伸
織本匠構造設計研究所

三瓶 文彦
織本匠構造設計研究所

■図2 建物位置図
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3 構造計画
本建物は、地上8階建の規模で、地上1階～7階に

各入居官署の事務室、8階に電気室、自家発室が計

画されている。屋上には高さ約40mの通信鉄塔が計

画されている。

階高は1階が4.70m、基準階が4.00mの軒高29.80m

になっている。スパンはX方向が9.6mx6スパンの

57.6m、Y方向が13.25mx2＋9.0mスパンの35.50mと

なっており、塔状比は軒高さ／短辺長さ＝29.80／

35.50＝0.84である。

主体構造として、免震上部構造は柱、梁が鉄骨

鉄筋コンクリート造、（一部鉄骨梁）で架構形式は純

ラーメン構造、下部構造が鉄筋コンクリート造（マ

ットスラブ）である。鉄塔は鉄骨造で架構形式はブ

レース付きラーメン構造となっている。低層部の

エココリドールは、下部構造を共有し地上部は、

エキスパンションジョイントで繋がっている。構

造種別は、鉄骨造で架構形式は純ラーメン構造と

なっている。他には別棟として駐車場棟がある。

免震装置は、建物外周に鉛プラグ入り積層ゴム、

建物内部に直動転がりローラー支承を配置し、ね

じれ剛性を向上させると共に免震装置の剛性調整

をし、ねじれの影響が少ないようにした。また、

外周にオイルダンパー（速度依存型減衰装置）を配

置し、大地震時の免震層の水平変位の抑制と強風

時の外乱による揺れの不快感を極力無くすように

した。

新潟市周辺一帯は砂地盤で代表される。建設地

の信濃川沿いの地域では、浅層堆積物は主として

粗砂、中砂などからなり、シルト等を所々に挟む。

これらの砂は一般に緩く、標準貫入試験から得ら

れるN値は20を超えず、10あるいはそれ以下のこと

が多い。この浅層堆積物の下位には海成の砂層が

厚く分布する。調査地付近では細砂を主体とした

砂が砂丘と連続して分布している。N値は概ね30を

超え、構造物の支持層となっている。上位の浅層

堆積物との境界深度はGL－15m前後と推測される。

基礎形式は、液状化対策として近隣へ振動・騒

音の影響が小さい静的締固め砂杭工法による地盤

改良を行い、建物支持用として鋼管杭を採用して

いる。地盤改良は、基礎底から設計GL－20.3mまで

の範囲を行い、杭先端位置は、GL－30.3mとしてい

る。設計では、地盤改良のバラツキを考慮して改

良後の上限値と下限値で検討を行う。
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■図3 平面図

■図4 断面図
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4 設計方針
4.1 免震層の設計方針

1）免震方式

「鉛プラグ入り積層ゴム支承」と「直動転がりロ

ーラー支承」及び「オイルダンパー」を採用する。

2）固有周期の設定

免震層の復元力特性は、歪み依存型バイリニア

と速度依存型バイリニアとする。鉛プラグが降伏

後の免震周期で割線等価周期4秒程度（200％歪時）

を目標とし、十分な長周期化を図る。

3）免震装置の配置

鉛プラグ入り積層ゴムを建物外周に、直動転が

りローラー支承を建物内部に配置し、免震層のね

じれ剛性を損なうことなく、長周期化を図る。ま

た、免震層の偏心率は微少振幅時（γ＝10％）から

安全余裕度検討時（γ＝300％）までを0.001～0.002

とした。

4.2 建物及び免震装置の耐震性能目標

建物及び免震装置の耐震性能目標を表1に示す。

免 震 建 築 紹 介

■図6 免震支承の配置図

■図7 オイルダンパー

■表1 耐震性能目標

■図8 鉛プラグ入り積層ゴム支承

■図9 直動転がりローラー支承



5 地震応答解析
5.1 解析モデル

本建物の解析モデルは、上部構造の7層（8階は塔

屋扱い）に免震層の1層を加えた8質点モデルとし、

免震層直下を固定する。鉄塔は、本体に比べて重

量が軽いので鉄塔設置位置の偏在による偏心の影

響は、考慮しない。

1）上部構造のモデル

1～7階の復元力特性はDegradingTri-Linear型と

し、その折点は弾塑性荷重増分解析結果より設定

する。

2）免震層のモデル

鉛プラグ入り積層ゴム支承は、歪み依存型Bi-

Linearの復元力特性とした。直動転がりローラー支

承の摩擦力は非常に小さく、全体振動系に与える

影響が小さい為無視する。

オイルダンパーは速度依存型のBi-Linear型モデ

ルとし、以上の2種類の復元力特性を並列としたモ

デルとする。

3）減衰定数

上部構造は、内部粘性減衰とし、h＝3％の歪エ

ネルギー比例型とする。

免震層の内部粘性減衰は考慮しない。免震層は、

鉛プラグ入り積層ゴム支承の履歴減衰と減衰こま

の粘性減衰のみとする。

5.2 入力地震動

採用した地震波は、告示波4波・サイト波2波・

観測波3波とした。詳細は、表2に示す。

5.3 応答解析結果

1）固有値解析結果より得られた、基礎固定時の建

物の1次固有周期及び免震層のそれぞれの変形

時の免震層を含めた建物全体の1次固有周期を

表3に示す。

2）レベル2地震応答解析（標準状態）より得られたX

方向（地盤改良上限値、下限値）の最大応答結果

を図11、図12に示す。
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■表2 採用地震波一覧（下限値）

■図10 解析モデル及び復元力特性

■表3 建物の1次固有周期



5.4 免震装置の引抜に関する検討

レベル2地震動時及び安全余裕度検討時につい

て、水平動によって生じる上部構造のOTM（転倒モ

ーメント）による軸変動と上下動による軸変動を

個々に算出し、単純に重ね合わせて検討した。

OTMによる軸変動は、各方向の最大応答結果と設

計応力時のOTMの比率を求め、その比率を設計応

力時の軸力に乗じて求めた。上下動は、告示波と

同じ手法で模擬波を作成し（位相特性は水平動時刻

歴応答解析で最大応答結果が卓越した波を採用）、

塔屋を含めた立体モデル（鉄塔は荷重のみ）で時刻

歴応答解析を行い、水平動と上下動の軸変動を時
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■図11 最大応答結果（地盤改良上限値）

■図12 最大応答結果（地盤改良下限値）

■表4 免震支承の最大、最小面圧

免 震 建 築 紹 介



刻歴で重ね合わせて、等価鉛直震度を求めた。検

討結果よりレベル2時を0.4Gとし、レベル1時は半

分の0.2Gとし、安全余裕度検討時は、1.25×0.4G＝

0.5Gとした。表4に最大、最小面圧の結果を示す。

5.5 鉄塔に対する検討

建物の屋上に高さ約40mの鉄塔が計画されてい

る。時刻歴応答解析では屋上部分に塔屋と鉄塔重

量を加算して解析を行っている。鉄塔の影響が本

体の時刻歴応答解析に影響を与えるかを検証する。

鉄塔部分の概要を示す。

1）解析モデル

鉄塔部分は、1ステージ1質点とし、復元力特性

は、Linear型する。

2）減衰定数

鉄塔は、内部粘性減衰としてh＝1％の歪エネル

ギー比例型とする。

本体部分及び免震層のモデル化、検討地震波等

は、前出のモデルと同じとする。

3）応答解析結果

鉄塔部分の連成振動応答解析結果は、許容応力

度範囲に収まっている。水平剛性に関しては、鉄

塔設置基準の1.25°（=1/46）以内に対しては1/59（EL

CENTRO）になっており、基準を満たしている。図

14の最大応答層せん断力より鉄塔部分の層せん断

力は小さいので、鉄塔位置が偏在していることに

よる本体への影響は小さいと判断している。

6 まとめ
本建物は、液状化が懸念される新潟市に計画され

た合同庁舎であり、大地震の際の災害復旧拠点とな

る重要な建設物である。免震構法を採用することに

より、上部構造をレベル2時に部材が降伏耐力以内

に納まり、層間変形角も1/200以内に納まった。応

答加速度も60cm/sの観測波で200cm/s2を超えたが、

告示波・サイト波では、概ね200cm/s2以内に納まっ

た。平面計画では、免震建物であることを生かし、

桁行方向を9.6mスパンとし大きな空間を構成すると

共に免震基数を減らし長周期化を図った。長周期地

震動に対し、本建物は変位依存型の鉛入り積層ゴム

支承と速度依存型のオイルダンパーの併用により十

分な減衰力を保持し、影響のないことを後日の追加

検討で確認している。また、液状化対策として行っ

た地盤改良と免震により、鋼管杭はレベル2時相当

の地盤変位と慣性力による応力の単純和に対して短

期許容応力度以内となった。

最後に色々な資料、写真、ご助力を頂いた方々

にこの場を借りて、厚く御礼を申し上げます。

9免震建築紹介

■図13 建物－鉄塔　解析モデル

■図14 建物－鉄塔　最大応答結果

免 震 建 築 紹 介
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1 はじめに
JR山手線の田町駅から南西に、歩いて約10分の

場所にあり、平面形状が正三角形において各頂点

を切り欠いた六角形平面で、中央に大きな吹き抜

けを有する地上47階建ての超高層免震マンション

を紹介する。

本建築物は、免震構造とオール電化が、事業計

画の核になり計画が進められ、超高層ハウジング

における免震構造の魅力を、安全性の向上、空間

の自由度を向上させる架構計画、二次災害の軽減

他を謳い、2003～2004年に掛けて実施設計を行い、

積層ゴム引張対策据付法の開発や大型スラブの実

大実験、大型鉛プラグ入り積層ゴムの性能評価、

風応答解析等々の各種検討を伴って実現した。

超短工期に対する品質向上のため上部架構は、

柱と梁をプレキャスト部材とし、スラブは段差付

ハーフプレキャスト板を用いた大型ボイドスラブ

を用いている。

本建築物は2007年12月竣工に向けて、現在施工

中である。

2 建物概要
建築物名称：キャピタルマークタワー

（申請時）（仮称）TTPプロジェクト

建　設　地：東京都港区芝浦4丁目1番69

建 物 用 途：共同住宅

建　築　主：東急不動産、安田不動産

三菱地所、昭栄、サンケイビル

建 築 設 計：日建ハウジングシステム

構 造 設 計：佐藤総合計画（基本）

鹿島建設（実施）

施　　　工：鹿島建設

延 床 面 積：99,980㎡

階　　　数：地上47階、地下1階

高　　　さ：軒の高さ 160.4m

建物高さ 167.2m

最高高さ 167.2m

基準階高さ 3.32m

構 造 形 式：地上階　RC造純ラーメン構造

地下階　RC造耐震壁付ラーメン構造

免 震 部 材：鉛プラグ入り積層ゴム（69基）

弾性すべり支承（4基）

特 殊 工 法：ウインカー工法

キャプリングパイル工法

大型ボイドスラブ

メガビーム構法■図1 外観パース

免 震 建 築 紹 介

キャピタルマークタワー

斎藤 一
アルテス

市田 幹郎
佐藤総合計画

竹中 康雄
鹿島建設

大上 仁志
鹿島建設
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3 構造概要
3.1 構造計画概要

本建物は地上47階建・地下1階、軒高GL+160.3m、

基礎深さGL-12.0mの鉄筋コンクリート造による超

高層の基礎免震構造である。

耐震設計は、静的設計と動的設計の2本立てとし、

耐震目標性能を表1に示す。静的設計では上部構造

の設計せん断力を、レベル2の地震応答解析の応答

値を上回るように設定し、設計せん断力係数は

CB＝0.07のAi分布とした。

本建築物の基準階伏図と軸組図を図2、3に示す。

超高層免震構造に対する配慮として、地下階の外

周壁を利用して長期軸力を集約する為のメガビー

ムと積層ゴムの引張対策据付工法のウインカー工

法をコーナー部に適用にしている。

3.2 上部構造の設計概要

上部構造には、桁方向5.5mスパン、梁間方向

13.5mスパンのダブルチューブ架構を採用した。

基準階の階高は3.32mで、外周梁はハイサッシュ

のために扁平梁とし、内周梁は吹き抜け部の手摺

を兼用した縦長の梁と扁平な柱とした。内周柱に

はせん断補強のためX型補強筋も採用している。

使用材料は、コンクリートFc70～Fc30、主筋

SD490～SD295A、せん断補強筋SD785～SD295Aで

ある。

13.5mの大型スラブの採用に当たっては、4体の

実大実験を行い、長期載荷実験・振動特性把握実

験の結果と工期・遮音性・施工性等を考慮して厚

さ350mmのボイドスラブとした。

免 震 建 築 紹 介

■図2 基準階伏図 ■図3 軸組図

■表1 耐震目標性能
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3.3 下部構造の設計概要

本建物における下部構造は、免震層以下の基礎

部分となる。基礎形式は、GL-17.0m以深のN値60

以上の砂礫層を支持層とする軸径2.5m、拡底径

3.9m～2.5mの現場造成杭を用いた杭基礎である。

さらに、外周部と内周のコーナー以外には、図4

に示すキャプリンパイル工法（杭頭半固定工法）を

杭頭に採用し、杭頭の回転性能向上を図っている。

外周部の擁壁は厚さ1,200mm～600mmで、3.2m出

ている犬走りにはアンボンドPC鋼線を設けている。

3.4 免震設計概要

免震部材には、1,600φの鉛プラグ入り積層ゴム

と1,500～1,200角の鉛プラグ入り積層ゴムと軸力が

小さな箇所に弾性滑り支承を使用した。

レベル2応答変形時の等価周期5.5秒、免震層の偏

心率2％以内を目標として配置している。レベル2

の地震動における相対水平変形は、設計目標変形

の500mm（γ＝200％）以内にあり、積層ゴムに引抜

き力が生じないようにする。尚、想定以上の大地

震対策として、図6と写真1,2に示すようなウイング

プレートの面外曲げ変形により大部分の引張変形

が吸収され、積層ゴム本体には過大な引張変形や

引張応力が生じないようにするウインカー工法（ウ

イングプレートアンカー工法）を採用している。本

工法は日本建築センターの一般評定を取得した工

法で、このような超高層や引張軸力が集中し易い

複雑な形状の建物に有用な積層ゴム据付工法であ

る。本建物では、用意された2タイプのディテール

のうち、連結タイプのウイングプレート6枚を採用

しているが、γ＝300％、最大浮き上がり変位

75mmの限界状態においても、積層ゴムおよびウイ

ングプレートには損傷や脆性的な挙動は見られず、

免 震 建 築 紹 介

■図4 キャプリングパイル工法

■図5 免震部材配置図

■写真1 1/2縮小模型試験体

■写真2 ウイングプレートの加力実験状況

■図6 引張り･せん断変形時



水平力を通常の固定方法から特性が変化すること

なく安定して伝達できることを各種実験で確認

した。

4 応答解析概要
4.1 採用地震波

地震応答解析に使用した地震波は、告示波3波、

既往波3波（EL CENTRO、TAFT、HACHINOHE波）

とサイト波としてBCJ-L2波を採用した。

4.2 解析モデル

応答解析モデルは、図7に示す4方向の解析モデ

ルを作成し、それぞれの方向について、上部構造

は外周フレームと内周フレームの2本の50質点等価

曲げせん断棒に置換した。基礎も群杭と地盤をモ

デル化してインピーダンスを評価した値を、ばね

定数、減衰係数に置換して考慮している。

建物の固有周期は表2に示すように、基礎固定時

が3.2秒に対して、レベル2相当時が5.5秒である。

4.3 応答解析結果

極めて稀に発生する地震時のY方向の応答解析結

果を図8に示す。いずれもBCJ-L2波が卓越している

が、表1の耐震目標性能を満足している。

レベル2地震動に対する検討では、応答最大層間

変形角は最大で1/193、免震層の最大相対水平変形

は最大で30.3cmと安定変形50cm以下、応答結果を

反映した積層ゴムの面圧は1.8～22.6N/mm2であっ

た。また、免震部材の特性変動を考慮しても積層

ゴムに上向き震度0.17の力が生じるまで引抜き力が

生じないことを確認した。

レベル3地震動に対してもレベル2入力時と比較

して応答が急激に変化することは無く、応答最大

層間変形角は最大で1/146、免震層の最大相対水平

変形は最大で49.4cmであり、免震層のクリアラン

ス80cm以下である。

5 まとめ
超高層マンションにおいては、地震に伴う火災

やガス漏れ、エレベーター停止等々の二次災害に

対するリスク軽減は重要である。超高層免震建築

物の設計に際しては、地盤や建物の形状・重量・

剛性など、一般の免震構造以上に周到な配慮が

必要になるが、免震構造の適切な採用は有効な

パフォーマンスをもたらすものと考えている。
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■表2 固有周期

■図7 加力方向

■図8 地震応答解析結果（レベル2）
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1 はじめに
本病院は、苫小牧市のほぼ中央にある緑豊かな

公園の中に計画された総合病院である（図1）。

苫小牧市を含む北海道南部の沿岸地域は、十勝

沖地震や釧路沖地震など太平洋海域で発生する地

震によって揺れの被害を蒙る地域であり、2003年

の十勝沖地震では石油タンクの炎上事故で長周期

地震が取り上げられたことは記憶に新しい。

本病院は、このような地震災害時においても医

療活動を継続維持できる安全性の高い病院施設を

目指している。

2 建築計画概要
施設は低層部に診察などの検査部門を、高層階

に病室を配置する計画としている。低層部の検査

部門は、医療技術の変化にも対応できるよう

PCaPC造によるフレキシビリティーのある大空間

架構として計画している（図2、図4）。

【建物概要】

所 在 地 ：北海道苫小牧市

建物用途 ：総合病院

敷地面積 ：43,003m2

延床面積 ：28,604m2

建物高さ ：34.40m

階　　数 ：地上6階、塔屋1階、地下なし

設　　計 ：（株）久米設計

施　　工 ：A工区　大林・菱中・丸彦渡辺・前

田・岩田JV

B工区　鹿島・岩倉・東急・伊藤・

国策JV

構造種別 ：高層部／SRC造、低層部／PCaPC造

基礎形式 ：杭基礎／頭部鋼管巻き場所打ちコン

クリート杭（拡底アースドリル工法）

免震装置 ：積層ゴム支承／鉛入り積層ゴム

（G4）、天然ゴム系積層ゴム（G4）

低層部（検査部門）

高層部（病室）

■図2 南北断面図

■図1 鳥瞰パース
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嵐山 正樹
久米設計　構造設計部

依田 博基
同

大久保 孝雄
同

木村 正豪
同



すべり支承／十字型直動転がり支承

減衰部材／U型鋼製ダンパー、オイ

ルダンパー

3 構造計画概要
3.1 地盤概要

敷地地盤は沖積世および洪積世の火山灰土層か

ら成っており、所々に泥炭や砂質土を挟んでいる。

（図3）

工学的基盤は、地盤の弾性波速度Vsが安定して

Vs≧400m/secとなるGL－85m以深の砂質土層とし

た。地盤の液状化については、GL－9m付近に分布

する砂質土で可能性があると推定された。

3.2 基礎構造

基礎は設計GL－15m付近に分布するN値50以上の

火山灰砂質土層を支持層とする杭基礎とし、杭種

別は、一部液状化が起こる可能性のある地盤であ

ることから鋼管巻き場所打ちコンクリート杭とし

ている。

免震ピットの基礎は、地下水位や経済性の観点

から、床付面レベルを浅くするために厚さ1,000mm

のマットスラブ工法を計画した。（図4）

3.3 上部構造／SRC+PCaPC造

検査部門となる低層部は、将来のレイアウト変

更に対応可能なスパン18.6mの大スパン架構とし、

耐久性、塩害対策、振動対策に効果のあるプレキ

ャストプレストレストコンクリート（PCaPC）造と

し、組立工法は圧着工法を採用した。また、免震

層直上となる1階床梁は、現場緊張によるプレスト

レストコンクリート（PC）造とし、高層部は全層、

鉄骨鉄筋コンクリート（SRC）造とした混合構造と

した。（図4）

床面積の広い低層部の床版は、ハーフリブ付PC

床版とし、架構の合理化と冬季1月～3月にコンク

リート打設工事ができない地域事情に配慮した計

画としている。

3.4 免震部材／組合せ・配置計画

免震部材は、積層ゴム支承に減衰部材とすべ

り支承を組合せて使用し、約3％の適度な減衰力

を持たせながら免震システムの長周期化を図っ

ている。
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■図3 地層断面図

（低層） （高層）

■図4 構造概念図
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積層ゴム支承は、鉛入り積層ゴム（LRB）50基、

天然ゴム系積層ゴム（NRB）30基で構成し、すべり

支承には長周期化とばらつきを抑える目的で、摩

擦抵抗の極めて小さい十字型直動転がり支承（CLB）

116基を採用した。CLBは高層部の隅角部の支点の

浮上りの防止にも利用している。

減衰部材は、LRBの鉛プラグのほかにU型鋼製ダ

ンパー（SD）31基、オイルダンパー（OD）9基を併用

し、免震システムとして長周期化を図りながらも

適量の減衰量を確保している。（図5）

免震層のクリアランスは、免震部材の終局限界

変形（400％）から650mmとした。

4 耐震性能目標
耐震性能目標は表1のとおりとしている。

5 時刻歴応答解析
5.1 設計用入力地震波

設計用入力地震波は観測波3波、告示波3波の計6

波とした。表層地盤の増幅特性は、表層砂質土の

液状化の可能性を考慮してマットスラブ、杭をモ

デル化した2次元FEM地盤モデルによる有効応力解
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■図6 サイト波（マットスラブ表面中心位置）

■図7 設計用入力地震動擬似速度応答スペクトル ■図8 加速度応答スペクトル

■表１　耐震性能目標
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高
層

低
層

■図5 免震部材の配置



析により評価した。解析に用いる減衰はレーリー

減衰としている。また、参考波として「苫小牧市

防災アセスメント及び地域防災策定業務報告書」

に基づく模擬地震波（サイト波）と苫小牧市役所内

で観測された2003年十勝沖地震の地震波について

も検証を行なった。（図6、図7）

5.2 振動解析モデル

振動解析モデルは、上部構造の復元力特性を修

正武田モデル（第2勾配までは原点指向型）とした7

質点系等価せん断型モデルとし、減衰は、剛性比

例型とし、減衰定数を2％としている。

5.3 応答解析結果

極めて稀に発生する地震動に対する応答結果を

表2に示す。ばらつきを考慮した全ての項目におい

て設計クライテリアを満足している。

なお、免震層の一次固有周期は、免震部材の変

形量γ＝250％時でT1＝4.3secである。

5.4 建物－地盤の動的相互作用解析

地盤振動による免震建物の挙動や杭体に生じる

応力を確認するために、建物、マットスラブ、杭

および地盤を一体にモデル化した地盤－建物連成

モデルで地震応答解析を行い、建物と地盤の相互

作用について検討を行った。（図9）
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よう壁

マットスラブ

集約杭

■図9 建物－地盤の相互作用解析モデル

■表2 極めて稀に発生する地震動に対する応答結果

■図10 応答結果（層間変形角：kokuji-r）
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地盤振動解析モデルは、2次元のFEM地盤モデル

に各階を1つの質点とし、その間をビーム要素で繋

いだ建物モデルとしている。検討結果を図10に示

す。図中、比較対象とした建物－免震層のみのモ

デルへの入力地震波は、地盤の有効応力解析で得

られた加速度波形（マットスラブ表面中心位置）を

用いた。

今回のケースでは、免震層の影響が大きいため

か、建物と地盤の相互作用効果は顕著には表れて

いない。ただし、建物－地盤の相互作用による最

大加速度や最大層せん断力の低減効果は、フロア

によって違いがあるものの、10％弱～15％程度の

低減効果がみられる結果となっている。

なお、設計では安全側の値となるように相互作

用解析の結果は使用していない。

6 免震層の水平変位の計測
6.1 計測目的

本建物の平面形状は、1辺が約100mと大きいため、

コンクリートの乾燥収縮や温度応力による収縮、

低層部のPC梁ケーブルの緊張に伴う躯体の収縮

（免震層の水平変位）が心配された。そのため、各

工事段階において、1階コンクリートスラブ位置で

躯体の収縮量を計測した。図11に変位計測ポイン

トを、表3に各工事段階における実測値を示す。

計測値は、2階フロア－のケーブル緊張とコンク

リート打設後までは、変動幅が大きく、その後は安

定した結果となっている。また、計測値は計算値に

比べても小さい値となっていることを確認した。

7 おわりに
新苫小牧市立病院の建設は、2006年6月の竣工に

向けて最終段階に入っている。苫小牧市は昨年、

今年の2年連続で例年よりも多くの積雪があった。

地域性を考慮して選定したPCaPC工法はその効果

を発揮し地震災害時にも高い耐震性能を有する中

核病院として、予定通りの工期で完成するのは間

近である。

最後に、当建設工事でご指導、ご協力頂きまし

た関係者各位にお礼申し上げる。
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■表3 計測結果および計算値　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （単位：mm）
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■図11 変位計測位置
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1 はじめに
本建物は、神奈川県横浜市鶴見区に建設された

地上5階、軒高27.4m、延床面積119,856m2の倉庫を

主用途とした基礎免震建物である。

本建物で用いた‘プロロジス規格倉庫設計シス

テム’（特許権申請中）とは、杭頭免震とPC圧着工法

の組み合わせにより、①地震推定最大損額（PML）

を低く、②耐久性の高い躯体の安定的資産の確保

と③現場作業の簡素化により工期・工事費の短縮

を計る事が出来る倉庫建物設計システムである。

ここでは、プロロジスパーク横浜を事例にこの設

計システムの特徴を紹介する。又、筆者らがこの

システムですでに設計が終了した、プロロジスパ

ーク大阪（地上7階、延べ床面積15.7万m2）、プロロ

ジスパーク大阪Ⅱ（地上8階、延べ床面積16.9万m2）

の概要も合わせて紹介する。

2 建築物概要
建築場所 ：神奈川県横浜市鶴見区生麦

建 築 主 ：プロロジス

設 計 者 ：ABSコンサルティング

：株式会社T・R・A（設計協力）

施 工 者 ：株式会社　フジタ

敷地面積 ： 51,096m2

建築面積 ： 30,643m2

延べ面積 ：119,856m2

階　　数 ：地上5階

最 高 部 ： 33.4m

基準階階高 ： 6.6m

構造種別 ： PC造

基礎形式 ：回転圧入鋼管杭 3 基礎構造
建設地は、東京湾に面する京葉工業地帯にあり

1867年から1945年にかけて埋立造成された区域で

ある。地層構成は、13m以深にN値60以上の洪積層

プロロジスパーク横浜
― プロロジス規格倉庫設計システムによる設計例 ―

■図1 概観パース

■図3 軸組み図

■図2 基準階伏図

川合 廣樹
ABSコンサルティング

福田 豊
T・R・A
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相模層群があり、その上部にN値20程度の洪積層成

田層群、N値5以下の沖積層及び埋土の層序である。

杭は残土発生がほとんど無い回転圧入鋼管杭を

採用し、支持層はGL-13m前後から始る洪積層相模

層群とした。杭頭での杭芯施工精度は50mm以内で

施工された。

4 鋼管杭と杭頭免震
本建物に用いた免震材料は、天然ゴム系積層ゴ

ム支承及び鉛プラグ挿入型積層ゴム支承の計292基

（750φ～1,000φG4）である。

各免震材料は、鋼管杭の杭頭に設置され、免震

材料からの応力を基礎梁を介さず充填コンクリー

トとアンカーボルトによって直接鋼管杭に伝達さ

せている。免震材料に働く曲げモーメントは杭頭

の曲げ剛性と上部建物の層せん断剛性で分配され、

本建物の場合は上部1/2に対し杭1/2である。

杭の設計応力は、免震材料からの応力に地盤建

物連成応答解析結果得られた杭応力を加算して求

め、耐震設計目標を満足する様に断面を決めた。

鋼管杭と上部架構の精度の差は、免震材料のア

ンカーを直接鋼管と接続させるのではなく、杭頭

部分の鋼管内コンクリートに定着させる事により

処理している。（図5参照）

免震材料の点検及び搬出入は、杭頭間に格子状

に設けた幅2.6mのスラブを使用して行う。（図6参

照）免震材料の取り外しは、免震材料種類毎2箇所

は、この点検スラブがリフトジャッキの支点とし

て取り外し出来る様に地盤改良を行っている。そ

の他は杭頭にブラケットを後付けしリフトジャッ

キの支点として取り外し出来る様に計画している。

この点検スラブは、杭頭間の水平移動を拘束する

役割もしている。

これらの結果、1階床スラブから点検通路スラブ

下端まで1.95m、砂利地業下端までの掘削深さは

1.38mとなり工事費の低減と工期の短縮を計る事が

出来た。

■図4 地層推定断面図

■図5 免震材料のアンカー形状

■図6 点検スラブ納まり図
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5 PC圧着工法の採用
上部架構の平面形状は、外形寸法280m×108mの

上下同形で、建物両側には鉄骨造の円形のランプ

ウェーが取り付いている。基準スパンは10m及び

11.45mで階高は6.6mである。

上部架構の構造種別及び構法は、プレテンショ

ン+ポストテンションのPSコンクリート造純ラーメ

ン構造である。仕口及びスラブは場所打ちコンク

リートとし、梁端部の曲げ耐力には普通鉄筋を付

加している所謂セミ圧着工法を採用している。

柱梁部材の代表的な断面形を表1に示すが、スパ

ン長と階高等を統一することにより外形寸法の種

類を増やさない様に設計している。

プレストレスの導入（柱梁共300N/cm2程度）によ

り大規模なコンクリート構造物の乾燥収縮応力に

よる障害も回避出来ている。これらの収縮は免震

層で吸収しているが、免震性能に影響が出る変動

値では無い。

6 設計の流れ
本設計システムでは、上部架構はL2時の地震力

に対して層間変形角が1/300以下、その1.25倍の地

震力に対しても弾性域に収める事が出来る。これ

は倉庫の様に過大な鉛直荷重を受ける免震＋

PCaPC圧着構造の特徴として長期設計のみで達成

される事による。

設計の手順として、設計用せん断力（CB=0.12、

Ai分布でL2時最大応答に相当）に対し各部材が許容

耐力に収まる様に断面を決める。その後地震応答

解析により、応答結果が表2に示す耐震設計目標を

満足している事を確認する。本設計システムが通

常の免震建物と異なるのは主に以下の3項目で

ある。

①杭頭回転角の確認－縮小モデル実験及び解析

により杭頭の回転角の制限を1/100radとし、そ

れを超える場合は杭頭の回転剛性を下げる納

まりとする。回転角は地盤建物連成応答解析

等で確認する。

②点検スラブの杭頭拘束の確認－点検スラブは

点検通路の役割と共に、入力位相差等により

発生する杭頭間の自由な移動を拘束させてい

る。スラブ耐力は杭頭せん断力を杭頭間で逆

位相にかけた応力で確認する。

③免震材料に働く断面力の分配率の確認－免震

材料に働く曲げモーメントは、杭の曲げ剛性

と1階のせん断剛性により分配される。魚骨モ

■図7 柱脚納まり図

■表2 耐震設計目標

■表1 柱梁基本断面表（mm）
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デル等を用いて適切な方法で分配率を確認

する。

7 地震応答解析結果
基準モデル（入力を1階床位置とした直列多質点

型等価せん断モデル）での応答結果を表3に示す。

このモデルの固有周期は4.27秒（γ＝2.25-2.5）で

ある。

地盤の動的効果の影響を検討するため、ペンジ

ェン型モデルを用い地盤建物連成振動解析を行っ

た。その結果上記モデルと比べ、①1階の応答せん

断力が89％、②免震層の応答変位は55％と減少し

た。杭に働く最大せん断力は、杭頭－7m～－8mで

発生した。これは杭頭軸力の0.32倍で杭許容せん断

力の約1/2である。最大曲げモーメントは、杭頭で

はなく杭頭－10mで発生した。杭頭－杭脚間の最大

応答変位は8.7cmで平均部材角で1/160ラジアン、杭

頭回転角の最大値は1/138ラジアンである。

立体モデルで免震層の偏心によるねじれの影響

を検討した結果、回転角の最大値は1/35,000ラジア

ンと微小である事を確認した。但し、入力位相差

や偏荷重による影響も考慮し免震層と擁壁のクリ

アーを最大応答値43cmの1.4倍の60cmとした。

倉庫の積載荷重の変動に対し、積載荷重を半減

しても免震層の変形及び上部建物の層せん断力は1

～2割低減し安全性は保たれる事を確認した。

8 おわりに
最近、物流関係に限らず土地の購入から竣工ま

での期間が短く、設計はもとより施工期間の短縮

が求められる事例が多くなった。本プロジェクト

は延べ床面積約12万m2の基礎免震建物にもかかわ

らず工期は11ヶ月で竣工し、地震推定最大損額

（PML）も所要値に収まっていた。

免震建物で施工期間を短縮する解決策の一つと

して、本設計システムは有効な手段の一つである

と考えている。

■表3 応答結果一覧（L2時）

■表4 本設計システム設計例概要一覧
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1 はじめに
今回訪問した榊原記念病院は京王線飛田給の駅

からすこし歩いたところにあります。敷地には府

中市の名物であるポプラ並木が配置された閑静な

ところです。本病院は国際的水準をもつ循環器の

専門病院で多くの臨床実績を持ち、地域医療にお

いてはゲートキーパーの役割を果たしています。

また、災害時は医療を支援する病院との位置付け

にあり、施設内に貯水槽や災害倉庫など設置され

ています。高い質の医療と居住空間の提供、災害

時の対応など様々な工夫がされており、今回、病

院長および清水建設株式会社殿の案内で、出版委

員のメンバーで訪問しました。

2 建物概要
建物は、病院部分が地上6階基礎免震の鉄筋コン

クリート造です。図1に建物断面図を、建物概要を

以下に示します。

所在地

東京都府中市朝日町3－16－1

建物概要

敷地面積 22,885.06㎡

建築面積 7,287.59㎡

延べ床面積 27,636.79㎡

階　数 地上6階

構　造 鉄筋コンクリート造

基　礎 直接地耐力基礎（基礎免震）

基本設計・実施設計監修

株式会社日本設計

実施設計 清水建設株式会社

一級建築士事務所

工事監理 株式会社日本設計

清水建設株式会社

一級建築士事務所

1階はエントランス、外来受付、診療、リハビリ

テーション室などがあります。地震など災害時に

は間仕切りを開放し簡易ベッドを設置するなどし

て災害時医療に対応できる体制を整えています。2

階は手術室で、救急で患者が運ばれてきた際にも

スムーズに対応できるよう動線が配慮されていま

す。4階、5階は病室で看護師と患者が接しやすく

なるようナースステーションはオープンカウンター

が設置されています。各病室前にはパソコンが設

置されていて患者の情報がすぐわかるよう工夫が

なされています。また、病室のエリアがわかるよ

う色による区画分け、子供が遊べる空間、病室の

竹内 貞光
ブリヂストン

小山 実
大成建設

斎藤 一
アルテス

財団法人日本心臓血圧研究振興会附属榊原記念病院
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■写真1 建物全景（撮影　松岡満男）
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■図1 断面図



材質も木質系のものを多く採用するなど居住性、

利便性を向上させています。

3 構造計画概要
図2に免震部材の配置を示します。通常6×6mの

スパンが一般的ですが基本スパンを6×9mとするこ

とで室内空間の使い勝手を向上させています。

免震部材としては、角型鉛プラグ入り積層ゴム

計74基と角型天然ゴム系積層ゴム支承　計64基を

設置しています。クリアランスは500mmとしてい

ます。

上部構造は純ラーメン構造の鉄筋コンクリート

構造としています。基礎構造は、直接地耐力基礎

で基礎底レベルGL-3.4、-3.7m部分は支持層までラ

ップルコンクリートとしています。
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■表1 免震部材の諸元

■写真2 ナースステーション

■写真3 病室階廊下

■写真4 小児用病棟
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4 構造設計概要
耐震目標性能を表2に示します。極めて稀に発生

する地震動において全体系の実効周期は3.19秒、免

震層の応答が36cm以内となっています。地震応答

解析において、上部構造は免震層下部を固定とし

た7質点等価せん断型ロッキング・スウェイモデル

を用いています。地震応答解析結果から、免震層

の最大層間変形は33.3cm、上部構造の最大層間変

形角は1/404となっており目標性能を充分満足して

います。

25
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■表2 耐震性能目標

値は免震層のばらつきを考慮、X、Y方向のそれぞれの値より
最大値を表示した。 

■表3 地震応答解析結果

■写真5 積層ゴム
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■図2 免震部材配置



5 訪問討議
説明・見学の中で以下のような質疑、討議が行

われました。

Q：免震建物を選択した理由は。

A：高い質と安全のサービスを考えたとき免震を選

択した。厚生労働省や文部科学省より病院の耐

震性を見直すこととなり、今後免震がさらに増

えると思われる。

Q：実施設計時にはどのように設計進めたので

すか。

A：病院側と清水建設でどのようにしたら機能的で

あるか十分相談しながら設計を進めた。

Q：患者さんはこの建物が免震であるということは

伝えてありますか。

A：伝えてある。また、府中市の協議会などでも説

明をしている。

Q：地震時に免震建物の効果を感じたことはありま

すか。

A：震度4くらいの地震を経験した。全く揺れなかっ

たわけではなく、ゆっくり揺れたという感じが

した。免震建物の中にいる安心感が大きい。

Q：医療用精密機器などを使用していることから特

別なクライテリアを設けていますか。

A：特別なものは設定していないが、機器を使用す

る階では応答加速度が200cm/s2以下となるよう

目標値を定めている。

Q：免震装置の取り付け施工において角型と丸型で

違いはありますか。

A：免震層の床部分から免震装置取付け用の立ち上

がり基礎を設けるならば、特に違いはない。立

ち上がり基礎を設けないならば鉄筋やアンカー

ボルトの干渉から角型の方が取り付けが簡単と

思われる。

6 おわりに
見学の際、病院長先生のご配慮で手術室など一

般には見られないところも特別に見せていただく

ことが出来ました。医療の最先端に触れることが

でき、またそれに携わる方々の真剣な様子に感銘

しました。免震の建物が患者さんはじめ多くの安

全を担っていることが体感できました。

最後になりますが、見学にあたりお忙しい中ご

案内頂きました　病院長　村上様、清水建設株式

会社　　木様、榎戸様、有田様および関係各位に

厚くお礼申し上げます。
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■写真6 集合写真

■図3 地震振動応答解析結果（Level2 X方向）
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2006年4月1日より昭和電線電纜（株）は持株会社へ移行、分社化し免震部材に関
する全てを昭和電線デバイステクノロジー（株）へ承継致しました。
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1 はじめに
これまでの免震構造（基礎免震）に加えて、近年特

に、建物の中間階部分に免震層を配した建物（以下、

中間層免震構造と呼称）の建設数が増加している。中

間層免震構造は、地表面との接続に基礎免震のよう

な制約がなく、また、異なる構造形式を免震層を介

して接続できるため、建築計画の自由度が高い。さ

らに、建物全体にわたる耐震性能向上も期待される

ため、耐震改修や近年の都市再開発事業などで広く

採用されている。中間層免震は、今日の極めて高機

能化、高密度化した現代都市の環境改善の一手法と

もなっている。

図1は、ビルデイングレター掲載の性能評価シー

ト（資料1）ならびに日本建築学会大会の梗概集（資料

2）から中間層免震建物に関する評価件数、文献数を

集計したものである。評価件数は、ここ10年では増

減を繰り返しながら全体的には増加傾向にあり、累

計数は50棟である。梗概集の掲載数は概ね横這いで

あるが、2005年は掲載数が増加しており、そのほと

んどが実施建物についての報告である。本誌でも、

多くの実施建物（例えば資料3～7）が紹介されており、

中間層免震構造は、その特長とともに広く認知され

るようになってきている。

一方で、中間層免震は、その複雑かつ重層化した

構造のために、耐震設計及び性能評価は、時刻歴応

答解析に拠っており、また、基礎免震と比較してそ

の研究実績は十分に整理されていないため、設計行

為の効率化及び合理化は十分には進展していない。

図2は、50棟の建物を免震層位置と軒高で整理して

その構成比を示したものである。免震層が3階以上

にある本格的な中間層免震建物は全体の34％であり、

割合としては少なくない。

本稿では、固有値解析などの基本的な解析による

計算結果を用いながら、中間層免震構造の有する振

動特性を簡潔にまとめ、実務設計に際して参考とな

るような資料を提供したい。

2 中間層免震構造の振動特性
中間層免震構造では、免震層上部構造部と下部

構造部の振動モード間に、その周期比（振動数比）

に応じた連成作用が生じる場合がある。筆者らは

これを“中間層免震構造のモード連成作用”と呼

称している。この作用は上部構造部の応答増幅を

招き、免震効果を低下させることがわかっている

（資料8）。ここでは、固有値解析により、モード連

成作用がどのようにして生じるかを示す。

解析モデルは、図3に示す中間層免震モデルおよ

びその上部構造部と下部構造部を取り出した基礎

免震モデルと下部構造部モデルである。中間層免

震モデルは免震層上部構造部および下部構造部を

それぞれ5質点系とした10質点系せん断型モデルと

明治大学 小林正人

■図1 性能評価件数と梗概集掲載数の推移

中間階に免震層を持つ建物の
振動特性について

特 別 寄 稿

■図2 構成比（免震層位置／軒高）
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する。質量は各質点で同一とする。剛性は下部構

造部では、下部構造部のみの周期が0.5秒（2Hz）に

なるように設定し、免震層は免震周期が4秒

（0.25Hz）になるように設定する。上部構造部の剛

性は解析パラメータとして変動させる。上部構造

部、下部構造部の剛性は簡略化のため均等分布と

する。減衰は、上部構造部および下部構造部の1次

振動数に対して2％の剛性比例型減衰を設定する。

免震層は、免震周期に対して減衰定数20％相当の

減衰係数を付与する。解析パラメータは、上部構

造部の剛性に対する両端自由振動モード（免震層の

剛性を0とした場合の振動モード・資料8）の2次固

有振動数ωFFと、下部構造部の固有振動数ωLとの

比γ（=ωFF／ωL）によって整理する。

図4、図5に固有値解析（減衰マトリクスを考慮し

た複素固有値解析）から得た固有振動数とモード減

衰定数を示す。図4より各次固有振動数は特定の振

動数比γに対して近接することがわかる（γ=1.0に

おける2次および3次振動数、γ=0.53における3次お

よび4次振動数）。モード連成作用はこの振動数比

近傍において生じる。図5からは、この振動数比γ

近傍で、モード減衰定数が急激に変動することが

読み取れる。特徴的なことは振動数の近接するモ

ードの一方は、振動数比γに対して減衰定数が急

激に増加し、他方は減少することである。

図6に、刺激関数βu（古典モード）を示す。γ=0.9

のとき、上部構造部において2次と3次の刺激関数

がほぼ同じ大きさで異符号となり、免震層の変形

が、3次は大きく、2次では小さい。γ=1.0では、そ

の傾向が最も顕著になり、上部構造の2次、3次の

刺激関数はかなりの大きさとなり、また、2次モー

ドにおいて免震層がほとんど変形していない。こ

れらの特徴から、図5の減衰定数の変動を解釈する

と、γ=1.0において、2次モードでは上部構造部と

下部構造部が完全に連成し、免震層が変形しない

ため、その高い減衰性を全く取り入れることがで

きず、上部構造部および下部構造部に与えられた

2％程度の減衰定数となる。しかし、3次モードで

は、免震層の減衰性を最大限に取り入れることが

できるため、その減衰定数は10％程度まで増加し

ている。

ここに示した2次モードは、減衰定数が2％と小

さく、また、免震化されている上部構造部におい

てもかなりの大きさの刺激関数を示している。こ

のような振動モードの存在が、中間層免震構造の

モード連成作用による応答増幅の原因であり、ま

た、注意すべき中間層免震構造の振動特性である。

換言すれば、特定層でエネルギーを吸収し、エネ

ルギー吸収層としての免震層を中間階に設けた構

造形式の弱点ともいえる。

3 中間層免震構造の地震応答性状
これまで述べてきた固有振動モードの特性が、

特 別 寄 稿

■図3 振動解析モデル

 

■図4 振動数比γに対する固有振動数の変化

 

■図5 振動数比γに対する各次減衰定数の変化
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地震応答へどの程度影響するのか、伝達関数を用

いたランダム振動解析によって示す。

3.1 伝達関数

図7～図9に地動加速度に対する建物頂部の絶対

加速度伝達関数、免震層および最下層（第1層）の層

間変位伝達関数を示す。図中の基礎免震とは免震

層を含む上部構造部のみを基礎においたもの、下

部構造部モデルとは下部構造部のみで評価したも

のであり、図3に示したモデルである。全体的な傾

向として、上部構造部の応答は基礎免震と比較し

て下部構造部の固有振動数2Hz近傍で増加する。特

にモード連成作用が生じるγ=1.0の場合、その増幅

率は著しい。一方、図9より下部構造部では下部構

造部のみのモデルに比べ、応答は低減する（マスダ

ンパー効果）。しかし、γ=1.0の場合、その低減効

果が小さくなることがわかる。これらのことから、

モード連成作用は、上部構造部のみならず下部構

造部の応答にも影響を及ぼすことがわかる。

3.2 ランダム振動解析

伝達関数を用いて、ホワイトノイズ地動に対す

るランダム応答を次式により算定する。

ここで、 ：応答の自乗平均値

S0：パワースペクトル（ホワイトノイズ）

Hy(ω)：応答yの伝達関数

図10～12にランダム振動解析の結果を示す。グ
ラフの縦軸は、上部構造部の応答は基礎免震の応
答で除し、下部構造部は下部構造部のみの応答で
除して基準化し、その値の平方根を示している。
すなわち、上部構造部については基礎免震に対す

る応答の増幅比を示し、下部構造部では、マスダ
ンパー効果による応答低減効果を示している。

図10および図11より、上部構造部の絶対加速度

応答のランダム応答比φ[A]および層間変位のラン

ダム応答比φ[δ]は、モード連成作用により、大き

く増幅することがかわる。また同時に、モード連

特 別 寄 稿

■図6 刺激関数βu

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■図7 絶対加速度伝達関数（建物頂部）

 

■図9 層間変位伝達関数（最下層）

■図8 層間変位伝達関数（免震層）

2yE
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成作用は免震層の変形にはほとんど影響しないこ

とも把握できる。

図12より、下部構造部の層間変位のランダム応

答比ψ[δ]から、下部構造部では、応答は下部構造

部のみの場合に対して低減はしているが、モード

連成作用はやはりその効果を低下させている。し

かし、上部構造部と比較してその影響はそれほど

大きくないことがわかる。

3.3 実施例の応答傾向

図1および図2に示した建物の設計データ（性能評

価シート）から、大まかに応答傾向を把握したもの

を図13に示す。横軸の振動数比γ’は、免震層の上

部構造部と下部構造部の高さおよび構造種別から

概算的に固有周期を計算し、決定している。また、

縦軸は、免震層の最大せん断力係数と加速度応答

から換算した建物頂部のせん断力係数の比をとっ

たものである。プロット点数が十分でないこと、

建物それぞれの設計条件が大きく異なることなど

から、一般的なことは言えないが、少なくともこ

のデータの範囲内では以下の傾向が見て取れる。

振動数比γ’が比較的小さい領域（γ’＜0.3）では、

せん断力係数の増幅は平均的に2倍程度であるが、

それ以上の領域（γ’＞0.3）では、ばらつきが大きく

なり、せん断力係数の増幅率も大きくなる傾向が

ある。

4 おわりに
本稿では、固有値解析およびランダム振動解析

の結果から、中間層免震構造の持つ振動特性につ

いて述べた。

免震効果を低下させる中間層免震構造のモード

連成作用は、免震層の変形しない振動モードが原

因となって生じることを示した。また、ホワイト

ノイズ地動に対するランダム応答から、モード連

成作用の地震応答への影響を示した。

モード連成作用が、免震層の変形しない振動モ

ードによって生じるということは、免震部材の調

整による応答制御が、基礎免震ほど容易ではない

ことをも示している。

これまで述べてきたとおり、中間層免震構造の

振動特性は、振動数比γ、換言すれば免震層位置

に大きく依存することになるが、中間層免震建物

はそのほとんどが複合施設（集合住宅、商業施設、

事務所などの複合）であるために、免震層位置は用

途形態に応じて決定されることが多い。従って、

中間層免震構造において、免震構造の特長である

■図10 振動数比γとランダム応答比φ[A]の関係

■図11 振動数比γとランダム応答比φ[δ]の関係

■図12 振動数比γとランダム応答比ψ[δ]の関係

■図13 実施例の振動数比γ’と上部構造部の応答増幅率の関係

 

特 別 寄 稿



35特別寄稿

優れた構造安全性ならびに地震後の機能保全性を

十分に発揮させるには、基本計画の段階における

総合的な対策が極めて重要となる。特に、高層・

超高層の中間層免震建物で振動数比γが、0.8＜

γ＜1.2になることが予想される場合には、モード

連成作用による上部構造部の応答増幅（特に、加速

度応答）に注意する必要がある。

本稿に示した内容の一部は（資料9）に収録されて

いる。また、中間層免震構造に関しては、その設

計の合理化手法を検討した研究（資料10）もあるの

で、併せて参照して頂きたい。

最後に、本稿執筆の機会を与えて下さった免震

協会普及委員会 須賀川勝 委員長に深く感謝いたし

ます。
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1 はじめに
BCP（事業継続計画）という言葉が、新聞紙上を賑

やかし始めてから1年以上経過しようとしている。

BCPとはご存知のように、大きな災害（災難）が発生

した場合でも企業として自社の事業が継続するよう

な対策、対応を平時から計画的に考えておくことで

ある。2003年、阪神・淡路大震災の教訓を基とした

JISQ2001リスクマネジメントシステム構築のための

指針が刊行され、昨年の8月に事業継続ガイドライ

ンが発表された。今後、ISO化も含めて、行政から

各企業へのBCP活動に対する要請は一層強まると思

われる。その様な状況の中で危機管理が徹底してい

る企業は、企業価値が高いという考え方が、今後支

配的になると思われるが、それは、あながち否定で

きない。非常時になって初めて企業の在り方が問わ

れ、その対応が企業理念、方針、そしてCSRにも直

結するからである。そのような経緯から「安全」と

いうキーワードで昨年9月、筆者の所属する日本免

震構造協会教育普及部会主催で第10回　JSSIフォー

ラム―企業の地震リスクマネジメントは如何にある

べきか―（地震時のビジネス継続に関して）を開催し

た。フォーラムでは、幅広い視野、角度から事業継

竹中工務店 平野範彰

■図1 各企業の防災関連支出動向（日本政策投資銀行）

BCP（事業継続計画）と免震

特 別 寄 稿
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続計画に関して発表、議論して戴いたが、「免震」と

の関連は希薄であった。（意図的に的を絞らず、そう

したのだが…）そこで、本論ではBCPと免震の繋が

りに関して、世の中の動向を踏まえて私見を述べて

みることとする。

2 防災計画とBCPの動向
2005、2006年度、日本政策投資銀行は、企業の

防災への取り組みに関する特別調査を資本金10億

円以上の企業に対して実施した。回答会社数は、

製造業682社、非製造業942社に上がった。図1は防

災関連支出の動向に関して示しているものである。

防災関連支出額増加企業が減少企業を大幅に上

回っているものの防災投資額の設備投資額全体に

占める割合は、1％未満が半数近くある。前年と比

較して増加を考えている企業は1/5未満であり、中

長期的にも増加を考えている企業は、30％未満と

それほど大きくない。全体としては、投資額は小

さく、将来的にもそれほど大きな投資を考えてい

ないことが判る。

それでは、防災計画に着手している企業はどの

程度あるのであろうか？図2に示す。企業間で認識

の相違はあるものの全企業のうち67％の企業が事

業継続計画を含んだ防災計画を実施していると回

答している。しかしBCPを作成している企業はま

だ7.9％にすぎない。

3 地震防災対策と防災会計
以上のデータから言えることは、企業の防災計

画を実際の対策に直結させる素地は既に十分整っ

ており、それをどのような手段で免震を含むファ

シリティを中心とした防災対策に移行させるか（各

企業担当者をその気にさせるか）ということであろ

うか。

1つは今後の景気の上昇、突発的な大災害の発生、

ISO化という社会動向に任せることであろう。しか

し、他力本願でなく自助努力による顧客への呼び

かけを実行することが必要である。ここでは全企

業の7.9％しか普及していないBCPの切り口からの

営業対応が望まれる。各企業が考えている「BCP

で対象とする緊急事態」の項目の優先順位を図3に

示す。地震災害への必要性がトップを占めている。

また東京都の調査でも都民の66％が現在の住居、

職場の建物の防災環境に不安を感じているという。

今後一層のファシリティの免震、耐震化を中心と

する地震防災対策の充実と顧客への活発な呼びか

けが望まれる。

ではどの様な方法で免震構造をアピールすれば

良いのであろうか。ここで防災会計というキーワー

特 別 寄 稿

■図2 防災計画・BCPの取り組みの状況（日本政策投資銀行）

■図3 BCPを対象とする緊急事態（三菱総合研究所）
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ドを紹介する。支出が大きいファシリティ関係の

新設、補強工事に、顧客にコスト投入してもらう

ためには、この防災会計への顧客企業の取り組み

支援が有効な手段となる。防災会計は、防災投資

効果と防災コストを年度毎に計上するものであり、

企業の株主等に提示することにより、防災に対す

る取り組みを理解してもらうにはもってこいの資

料である。防災投資効果には、損害の軽減額、保

険料等の支払いの減少、人命保護、ブランド価値

低下抑止等が挙げられる。（表1参照）損害額は、人

的損失、物的損失、操業損失の3つに分類できるが、

損失額を算定し、地震ハザード解析による年超過

確率を掛けて便益を計算する。各年毎に、便益と

費用を比較して純現在価値を算出して公開する様

に顧客に提案する。この取り組みは、各業界でも

注目され始めており、また免震等、ファシリティ

に関係する一部中堅以上のゼネコン、大手設計事

務所、損保系リスクマネジメント会社で試みられ

ているものと思われる。

免震構造の採用は、施設系ファシリティの投資

に直接関係し、初期投資額は大きいが、経年を考

慮するとかなり濃度は薄まる。新規、既存建物の

免震化を促進するために、防災会計の各企業の導

入の一般化が望まれる。企業全般のリスクマネジ

メントを評価している投資家、株主はあっても

BCM（事業継続マネジメント）に関しては実はまだ

あまり興味を示していないのが現状である。この

動きは、彼らにも目を向けさせる大きな転機とな

り得る。

4 まとめ
昨年の免震フォーラムで、室�先生が「圧倒的

な想定外の事態が発生した時、必要だったのは各

人の訓練、マニュアルから得られた対応力以前に、

まずモノであった。」と阪神・淡路大震災の教訓を

述べられたことがまだ印象として残っている。「た

ら・れば」は禁句であるが、神戸で全ての建物が

免震構造であったならば、どんなにか結果が異なっ

ていたことであろう。火災発生件数も極端に減り、

絶対的に不足していた消防力も、熟練の署員によっ

て従来の機能を取り戻していたのではないであろ

うか。企業の事業継続だけでなく人々にとって、

免震は我々の考えている以上に必要なものなのか

も知れない。

御礼
以下の文献、資料を参考にさせて戴きました。

【参考文献】
1）企業への取り組みに関する特別調査　平成18年1月5日

2）調査　March 2005 防災マネジメントによる企業価値向上に向けて

以上　日本政策投資銀行

3）図3 BCPで対象とする緊急事態　　　　　　　三菱総合研究所

特 別 寄 稿

■表1 防災投資効果
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1. はじめに
教育普及委員会主催の第6回免震イブニングセミナーが 3月10日（金）JSSI会議室で開催されました。こ

のセミナーも恒例となり、今年は昨年7月に次いで6回目となりました。今回は主に設計事務所の方々19

名と教育普及部会から早川委員長（司会）、西川委員、平野委員、太田委員、前林委員、増田委員が参加

されました。

今回のテーマは、耐震強度偽装事件直後であることもあり「耐震安全性が強く求められる今、やはり

免震！」とし、見出しを「構造計算書偽装問題で一般の方々の意識が高まり、耐震安全性が強く求めら

れています。その要求にしっかり応え、安心を提供できるのが免震構造です。」としました。

内容は、従来とやや変更し、前半は定番の免震構造の原理・設計・部材の説明を行い、後半に「戸建

免震の設計例」の報告をまじえて、平成16年改正告示の追加分の概要解説を告示の作成小委員会の委員

であり当会の戸建住宅部会の委員長でもある（株）織本匠構造設計研究所の中澤氏に担当して頂きました。

プログラムは以下のとおりです。

第6回イブニングセミナー　プログラム
日時　2006年 3月10日（金）18：00～19：30、 参加会費　2000 円

18:00～18:20 免震構造の原理

鈴木 幹夫（免震普及委員会委員：NTTファシリティ－ズ）

18:20～18:40 免震部材の概要

世良 信次（免震普及委員会委員：CERA建築構造設計）

18:40～19:00 戸建免震の設計例

中澤昭伸（（株）織本匠構造設計研究所）

19:00～19:30 意見交換会

2. セミナー講演概要
「免震構造の原理」では、構造物の共振現象や、免震構造フレームと耐震構造フレームの地震時挙動の

違いを、明快にアニメーション画像を用いた説明がなされました。参加者は、画像による説明に満足し

た様子で、免震構造の効果を実感されていました。特に、NTT特有の鉄塔工作物を有する建築物の免震

化が耐震性能を確保するために、大きく

影響することがよくわかる説明となって

いました。

「免震部材の概要」では、免震部材の

種類と特徴を紹介し、告示2009号に記述

された免震部材の性能用語との関連につ

いての説明となっていました。

「戸建免震の設計例」では、まず平成

16年改正告示の追加分の第1160号の改正

点として水平クリアランスの大きさとそ

の考え方、風用拘束装置の設置機能と設

計の考え方、免震層の床剛性の確保の考

え方、および実設計例による設計ポイン

トについての説明となっていました。

第6回　免震イブニングセミナー報告
CERA建築構造設計

世良　信次

講習会報告

■写真1 セミナーの風景（鈴木委員の説明）



3. 意見交換会概要
軽食とドリンクで会場もリラックスし

たところで、ほぼ全員からさまざまな

質疑が出ました。その概要を以下に紹

介します。主に設計方法に関するもの

でしたが、今までのものと異なる点も

あり、回答者も勉強になりました。

①風用拘束装置の認定において風に

対する居住性はどのように設計す

るのですか？

②軟弱地盤において免震効果はある

のですか？

③設計時に部材性能のバラツキを考

慮しているのですか？

④交換した実例があるのですか？

免震部材は、交換の必要はないのですか？

⑤杭頭に免震部材を直接取付ける方法があるが、点検交換は考慮しているのですか？

⑥戸建免震の維持管理はどうするのですか？

⑦水平クリアランスを確保した上で建物面積を最も大きく確保するにはどのような方法があるのですか？

⑧経験のない人が免震設計に取り組むための方法は？

今回も重要な事項に関する質疑が上がり、一つの質問に丁寧な説明と貴重な見解が聞けて充実したも

のとなりました。また、免震建築物の設計に取り組もうとする強い意見も伺え、セミナーを行うことの

意義を実感するものとなりました。因に、終了は、1時間オーバーとなりました。

4. 終わりに
これまでのセミナーでは明快な理論と設計のポイント、および実地震による性能確認結果を紹介して

きました。今回は、再度、免震構造の明快な理論と戸建住宅の設計を通してビル建物とは異なる設計の

ポイントが紹介されました。実績の少ない免震構造への疑念は、事実によって消え去りつつありますが、

手を抜くことなく設計のスキルを多面的に考えて高めることが重要であると感じました。

次回もより多くの建築形態の設計事例を紹介し、より現実的な質疑と回答を交えて行きたいと考えて

おります。

最後に、参加者の皆様には、改めて御礼を申し上げます。

■写真2 セミナーの風景（中澤氏の説明）

講習会報告
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1 はじめに
2006年2月9日免震構造協会主催の戸建て免震住

宅の見学会が開催されました。場所は、JR大船駅

からモノレールで10分程度のところです。駅から約

10分、目的地に到着しました。見学当日の施工状況

は、べた基礎、免震材料の設置、および免震材料上

部の鉄骨架台の設置が完了している状態で、免震材

料の取り付け状況をよく見ることができました。

2 建物概要
建築面積：約96m2

延床面積：約170m2

階　　数：地上2階

軒　　高：6.0m

最高高さ：8.8m

構造形式：上部構造―木造枠組工法

下部構造－鉄筋コンクリートべた基礎

構造特徴：上部構造と基礎の間に免震材料を配

置した免震構造

免震材料：転がり系支承　17基

流体系減衰材　 8基

設 計 者：三菱地所ホーム株式会社

構造設計：三菱地所ホーム株式会社

株式会社テクノウェーブ

施 工 者：三菱地所ホーム株式会社

3 構造概要
本建物は、上部構造が木造2階建て、基礎構造は

RC造べた基礎、その間に免震装置を設置していま

す。上部木造部分と免震装置との間には鉄骨架台

（写真1参照）を設けて水平剛性の確保、および免震

装置からの応力を負担できるようにしています。

免震システムは、転がり系支承（ボールベアリング

支承）と流体系減衰材（オイルダンパー）の2種類で

構成されています。免震材料の配置については、

ボールベアリング支承（17基）は平面にバランスよ

く配置され、オイルダンパー（8基）は、直交方向に

4本ずつなるべく外周位置になるようにバランスよ

く配置されています。

■写真1 建物全体

■図2 免震配置断面図

戸建て免震住宅見学会報告

須和田建築設計事務所 須和田高士

見学会報告

■図1 免震配置図
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ボールベアリング支承は受け皿（円盤状）が端部か

ら中央に向かい緩やかな勾配をもっており復元機

能を有しています。勾配形状が直線のため固有周

期がありません。摩擦係数は0.017、限界変形は±

230mmです。減衰性能はオイルダンパーで機能し

ています。最大減衰力は25kNで速度比例型、限界

変形±250mmのものを使用しています。またこの

オイルダンパーには風揺れ防止装置がついており、

電磁弁で暴風時には居住者がスイッチ操作でロッ

クのON、OFFの設定ができます。もしロック時に

震度4以上の地震が発生した場合にはロック装置が

壊れ免震機能が発揮できるようになっています。

またタイマーにより一定の時間がたつと解除する

ようにも設定できるとのことです。

4 見学記
現場に到着し、三菱地所ホームとテクノウェー

ブの設計者の方から説明を受けながら見学が行わ

れました。実物を見ながら免震システムの説明を

聞くことができ、また戸建て免震住宅特有の細か

いディティールについてもいろいろ聞くことがで

き大変参考になりました。また当日施主の方がい

らしておりお話を伺うことができました。

質問：「戸建て住宅に免震を採用した理由、動機

はなんですか。」

施主：「そろそろ大地震が来ると言われているので

住宅を建てるにあたっては最初から免震あ

りきで考えていました。免震のことについ

■写真2 転がり支承（ボールベアリング支承）

■写真3 流体系支承（オイルダンパー）

■写真4 見学状況

■写真5 バルコニーおよび玄関部分

■写真6 建物隅部納まり

見 学 会 報 告
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てはテレビのコマーシャル等で知りまし

た。」

質問：「今回の免震システムのほかにご検討され

たものはありましたか。」

施主：「どの免震システムにするかについては数

社から見積もりをとり今回のシステムに決

定しました。」

質問：「免震にしたことで何か制約等問題となる

ことはありましたか。」

施主：「外周クリアランス確保のため、一部フェ

ンスを建てられない部分が発生しました。

その部分は、チェーンを代用して解決しま

した。」

免震建物設計のポイントの一つであるクリアラ

ンス確保の重要性を再認識しました。その他いろ

いろなお話を聞くことができました。実際に建て

られた方からお話を聞くことができたのでとても

有意義でした。本建物の施主の方のように事前に

免震についての知識を得られていることは免震普

及において大変重要なことです。今後も免震普及

においては、いろいろな場面でアピールして広く

認知されることが大切なことだと感じました。

5 おわりに
最後に今回建物を見学させていただきました施

主様関係者の方々に厚く御礼申し上げます。

■写真7 オイルダンパー端部（基礎定着部分）

見 学 会 報 告
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日　時 平成18年02月24日（木曜日）15:00～16:45

場　所 日本免震構造協会　会議室

（東京都渋谷区神宮前2-3-18 JIA館2階）

出席者 理事12名、委任状12名、監事3名

（理事出席者名簿は、省略）

議　案 1）新入会員の承認

2）第3四半期収支報告について

3）役員改選（案）について

4）その他

1. 出席者報告
理事の総数25名、定足数13名のところ、出席

者24名（内議決権委任者12名を含む。）で、定款

第35条の規定により本理事会は成立した。また、

監事3名が出席した。

2. 会長挨拶
前回の理事会以降、姉歯問題が起き、関係者

に置かれては、未だに、大変忙しい思いをされ

ていることと思います。当協会関係では、直接

姉歯に関わる事例は有りません。当協会として

は、定款の目的に明記されているように、免震

構造の適正な普及をはかって行こうと決意を新

たにする好機と捉えるべきであると思います。

当協会運営の現状は、関係者のご尽力により、

順調に推移しております。

活発なご審議をお願いします。

3. 開会　15時00分
山口会長が定款第34条の規定により、議長が

開会した。

4. 議事録署名人
議事録署名人として、西谷章理事及び村井義

則理事の両氏が選任された。

5. 審議事項
議長の指示により、事務局が議事次第に沿っ

て説明し、次のように審議された。

1）新入会員の承認
大阪府堺市の進和建設工業株式会社からの賛

助会員入会申請について、事務局が資料①に

より説明した後、会長がその賛否をはかり、

全会一致で入会申請が承認された。

2）平成17年度第3四半期収支報告について
事務局が資料②により、平成17年度第3四半

期の収支を、収入の部、支出の部、貸借対照

表について、順次説明した。予算に比べ講習

会・研修会収入、技術者認定事業収入が多く、

性能評価事業収入が少なかった。前者は、資

格認定制度の受講・受験者が多かったことに

より、後者は、性能評価申請が当初の予想を

大きく下回ったことによる。

また、これに連動して、支出の部は講習会・

研修会費・技術指導事業費の支出が多くなっ

ている。特に、事業広告費が突出しているの

は、今年度事業の重点を免震構造の普及推進

に置くこととなり、普及のためのDVDの作成

費や、免震建築の英訳版の出版費用である。

この説明に対し、特段の異議は無く全会一致

で承認された。

3）役員改選（案）について
事務局が資料③により、次のように説明し、

質疑応答の後、議長がこの案の方向で運営委

員会において審議を継続することについて、

賛否を求め、全会一致で承認された。

現役員の任期については、平成16年6月に就任

し、任期は2年ですので、本年6月予定の通常

総会時に全ての役員が任期満了となります。

また、性能評価事業を始めるに当たり、定款

変更、会員構成、役員構成などの条件整備の

ための一環として、理事については、制限業

種の役員が全役員の過半を占めないことが最

重要な条件でした。平成16年6月の通常総会

において、従来の業種別の役員構成を再構成

し、同年12月に国土交通大臣から性能評価機

関の指定を受けた。役員改選に当たっては、

役員構成にも十分配慮する必要があります。

（1）理事の改選（案）について
・建設業は清水建設㈱が評議員に就任し、後

任には評議員から㈱竹中工務店が理事に就

任する。

・設計業及び製造業は、何れの業種も、3社

の内、昨年、1社ずつ交代したばかりです

ので、平成18年度は据置きとする。

・大学教授等の非制限業種グループについて

平成17年度理事会議事録
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は、昨年は就任されて1年目でしたので、

据置きとさせていただいたが、上谷宏二、

渡邉史夫の両教授と廣澤雅巳教授の任期は

今期までとする。

（2）監事の改選（案）について
昨年3名中、2名の交代があり、今回は据置

きとしたい。

（3）評議員の改選（案）について
評議員の業種別構成比については、法令上

の制限はないが、指定性能評価機関として

の公平さを保つべく、20名中非制限業種を

半数まで確保している。

今回、辞任予定理事の後任で空席になる3名

分と、定年退職に伴って評議員を辞任する

長田正至、野村設郎の両教授は、今期まで。

この5名の評議員の後任は、＜注＞で付記し

た教授から内諾を得て就任を要請予定。

これらの説明に対し、次のような意見があった。

・役員への就任を要請する際は、委員会等で、

活動をしていただいている先生方にお願い

すれば、理事会・評議員会においても、活

発な活動が期待できる。

4）その他
議長から審議事項のその他議題がないことを

確認し、事務局に報告事項の説明を求めた。

6. 報告事項
議長の指示により、事務局から資料に沿って

説明した後、質疑があった。

1）会員動向（資料④）
第1種正会員108社、第2種正会員179名、賛助

会員64社で、前回11月10日の理事会以降変更

はない。

2）1月通信理事会結果（資料⑤）
構造レビュー委員会委員（案）に関する件は、

理事総数25名中、諾17名、否0名、未返信8名

で本件は、承認された。

3）免震建物点検技術者講習・試験
2月11日（土）全共連ビルで実施し、講習・受

験者は、予想を超える120名であった。

近日中に採点は終わり、受講・受験者に合否

を通知する予定である。

4）委員会活動報告（資料⑥）
理事兼任で在席中の委員長から順次報告を伺

い、不在の委員長分の報告は、事務局が資料

⑥に沿って説明した。

5）評価事業関連について（資料⑦）
事務局が資料⑦により、業務開始（H16.12.24）

から現在までの申請件数は、材料性能評価4

件、構造性能評価4件であり、完了した件数

は、各3件ずつである。今年度の目標件数（材

料4件、構造8件）に比べ、特に、構造性性能

評価が目標の2分の1と非常に少ない状況であ

る。関係先への支援のお願い状送付、挨拶回

りの実施等申請件数の増加に努めているが、

皆様の更なるご支援をお願いしたい。

6）行事予定（資料⑧）
事務局が資料⑧により、6月末までの主要な

行事予定を説明した。

7）その他
・免震建築物の耐震性能評価について

事務局から国土交通省が性能評価表示の告示

を出したいとして、委員会を設けて審議して

きたが、1月に最終回があった。結論として、

検討期間が短いので、等級を付けるのは無理

で、「免震構造の建物」であるとの表示をする

ことで今回は終結した旨報告があった。

議長が他にその他の意見の有無を確認し、16

時45分に理事会の閉会を宣し終了した。

次回理事会開催予定日は、平成18年5月18日（金）

15時から＜協会会議室＞

配布資料
資料①新規会員の入会（賛助会員1社）の承諾の件
資料②平成17年度第3四半期収支計算書
資料③現理事及び平成18年度理事候補（案）と業種別比較

表他
資料④平成17年度（2005年度）会員動向
資料⑤ 1月通信理事会審議結果
資料⑥委員会活動報告
資料⑦評価事業の状況
資料⑧平成18年（2006年）行事予定

平成18年2月24日

議長（会長） 山口　昭一
議事録署名人 西谷　　章
議事録署名人 村井　義則



社団法人日本免震構造協会では、免震構造のレビューを行っています。
一人の設計者が設計したものを設計者同士でピアチェック（peer check）することは米国などでは既に定着
していますが、日本では実施された例は極めて少ないのが現状です。同じ設計者同士のピアチェックは、
例えば、自分の設計した物件に対する他者のレビューがほしい場合とか、重要な建物で第三者のレビュー
を受けて安全をより確実にしたい場合とか、開発的な新しい要素を持つ設計について第三者の助言を貰い
たい場合などには、たいへん有効なものとなります。
当協会では、免震建築物の設計の実績と経験が豊かな設計者によって構成される免震構造レビュー委員
会を設け、中立的な立場で設計内容をレビューし、必要な助言を行う体制を整えております。

1. レビューの対象
原則として日本国内における免震建築物の設計に係る案件を対象とします。また原則として日本免震構
造協会会員が関与されたものに限ります。
対象とする案件は、その内容やレビューする項目等について、あらかじめ十分に相談させていただきま
すが、受付けるか否かは構造レビュー委員会が決定します。レビューの趣旨・目的等からみて適切でない
と判断されるものについてはお引き受けできない場合もあります。

2. 免震構造レビュー委員会
免震構造レビュー委員会は表1の委員によって構成されます。この委員のほか、検討内容に応じて、協会
会員の中から、実績・経験の豊かな設計者を、レビュー担当者として選任する場合もあります。
レビュー担当者は、委員会の委員と合わせ、計2～3名でチームを構成します。委員会はレビュー担当者
から結果の報告を受け、審議した後、申込者が希望する場合には報告書を作成し、申込者に提出します。
委員会は誠意を持ってレビューしますが、あくまでも設計責任は設計者に帰属するものとし、事前に覚書
を取り交わすものとします。

3. 申込方法
構造レビューを希望される方は、所定の構造レビュー申込書に必要事項をご記入の上、建物規模・構造
種別・構造形式・免震層などの概要が分かる書類と一緒に、下記の窓口までお申込みください。

4. 所要期間
構造レビューに要する期間は、建築物の条件や検討事項の内容により異なりますが、特に期間を要する
場合以外は、1ヶ月以内に終了することを原則とします。

5. 費用
レビューに当たっては、実費を申込者に支払っていただきます。金額は委員の時間単価をもとに算定します
が、レビューの難易度等により異なる場合がありますので、個別に見積りの上決めさせていただきます。

社団法人日本免震構造協会性能評価業務部（担当：永井）
〒150-0001 東京都渋谷区神宮前2-3-16 建築家会館本館3階

TEL: 03-5775-5435 FAX: 03-5775-5434 E-mail: hyoka@jssi.or.jp URL: http://www.jssi.or.jp 

窓　口
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「免震構造レビュー」のご案内

表１　免震構造レビュー委員会委員



47日本免震構造協会性能評価（評定）完了報告

日本免震構造協会では、平成16年12月24日に指定性能評価機関の指定（指定番号：国土交通大臣　第23号）

を受け、性能評価業務を行っております。また、任意業務として、申請者の依頼に基づき、評定業務を併

せ行っております。

ここに掲載した性能評価（評定）完了報告は、日本免震構造協会の各委員会において性能評価（評定）を完

了し、申請者より案件情報開示の承諾を得たものを掲載しております。

建築基準法に基づく性能評価業務のご案内
◇業務内容

建築基準法の性能規定に適合することについて、一般的な検証方法以外の方法で検証した構造方法や建
築材料については、法第68条の26の規定に基づき、国土交通大臣が認定を行いますが、これは、日本免
震構造協会等の指定性能評価機関が行う性能評価に基づいています。

◇業務範囲

日本免震構造協会が性能評価業務を行う範囲は、建築基準法に基づく指定資格検定機関等に関する省令
第59条各号に定める区分のうち次に掲げるものです。
①第6号の区分
建築基準法第37条第2項の認定に係る免震材料等の建築材料の性能評価
②第11号の区分
建築基準法施行令第36条第2項第三号（同法第36条第3項第二号に掲げる場合を含む）の規定による、免
震・制震建築物等の時刻歴応答解析を用いた建築物、または建築基準法施行令第36条第4項の規定によ
る、高さが60mを超える超高層建築物

◇業務区域

日本全域とします。
◇性能評価委員会

日本免震構造協会では、性能評価業務の実施に当たり区分毎に専門の審査委員会を設けています。
①材料性能評価委員会（第6号の区分） 原則として毎月第1金曜日開催
②構造性能評価委員会（第11号の区分） 原則として毎月第2水曜日開催

◇確認検査業務における他機関との提携

確認検査業務につきましては、次の指定確認検査機関と提携しております。
ユーイック（株）都市居住評価センター　　　 （株）愛知建築確認検査サービス

◇詳細案内

詳しくは、日本免震構造協会のホームページをご覧下さい。
URL: http://www.jssi.or.jp/

日本免震構造協会　性能評価（評定）完了報告

材料性能評価

申請者 適　用　範　囲件　名

東洋ゴム工業
法37条第二号の認定に
係る性能評価
（免震材料）

性能評価の区分

平成12年建設省告示第2009号で定め
る免震建築物に用いる支承材。

東洋ゴム工業製戸建
て住宅用高減衰ゴム
系積層ゴム支承

05004
（H18.2.3）

JSSI-材評-
（完了年月日）

評　定

申請者 備　考評定種別

アメニティ・
オアシス

告示第2009号第6の方法による免震建
築物の性能評定。
地上13階／地下なし。RC造。

評定の概要

設計者：小沢設計
施工者：田中組

構造評定

件　名

アメニティ・
オアシス駅南

05001
（H18.3.3）

JSSI-評定-
（完了年月日）
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JSSIホームページでも同じ内容がご覧いただけます（但し、正会員・賛助会員専用ページ）。
間違いがございましたらお手数ですがFAXまたはe-mailにて事務局までお知らせください。

また、より一層の充実を図るため、会員の皆様からの情報をお待ちしておりますので宜しくお願いいたします。

出版部会　メディアWG URL:http://www.jssi.or.jp/ FAX:03-5775-5734 E-MAIL: jssi@jssi.or.jp

国内の免震建物一覧表
（日本建築センター評定完了の免震建物）

免震建物一覧表
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免震高層建物一覧表



55国内の免震建物一覧表
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運営委員会
委員長　深澤　義和

1/24、2/21、3/28に開催。会員

動向、各事業の執行状況、予算執

行状況等について確認。下記の内

容を継続して審議している。

①性能評価事業の進展

②免震構造レビューの方法

③公益法人制度改革の動向

④来年度運営方針に盛り込む

普及推進方法

⑤来年度役員選出

技術委員会
委員長　和田　章

社会のどのような問題もそれ

を扱う一つの仕組や方法にルール

を作ると、これで囲まれる一つの

世界ができ上がる耐震設計のため

の建築基準法や学会規準、これら

を基にして作られる電算プログラ

ムも同じように一つの世界を作り

上げる。耐震設計の問題は、本当

はいつ来るか、どのような強さで

来るか、その建物の存在中には来

ないかもしれないことも含めてよ

く分からない地震動を相手に、こ

れもやはりすべての性質が分かっ

ているわけではない建築構造物を

作ろうとしていることに関係して

いる。

上記で述べた人工的に作り上

げた一つの世界と、実際の建物

が地震を受けたときの本当の現

象を表す世界が一致していれば

問題ないのであるが、まだまだ

これは人智の及ぶところではな

く、知り得ていないこと分から

ないことが多い。人間は基本的

に楽観的にできているというこ

とも含めて、実際の設計に当た

っては人工的に作った世界のル

ールに捕われることなく、その

外にあるかも知れない実際の挙

動に思いを巡らすべきである。

日本免震構造協会では発足時か

ら技術委員会を設け、設計者・研

究者らの自由な意見交換を進めて

いる。本年の11月2日には技術委

員会報告会を東京工業大学大岡山

で開き、4つの部会および会員の

皆様との意見交換を行います。皆

様のご参加をお待ちしています。

以下に、部会から今期の活動報告

をして戴く。

設計部会
委員長　公塚　正行

●設計小委員会

委員長　公塚　正行

免震部材と構造躯体との接合

部の設計方法については、免震

部材周辺部構造安全性WGが別に

設けられているが、設計小委員

会はWGに参加して作業を進めて

いる。成果は、ダンパ－系と支

承系にグル－プ分けして、その

設計方法をまとめることとして

いる。

●入力地震動小委員会

委員長　瀬尾　和大

次年度の活動方針について検討

を行い，次の3課題を中心に委員

会活動を進めてゆくことを確認し

た。1）長周期地震動の評価方法に

ついての検討，2）各機関で公開し

ている入力地震動についての比較

検討，3）免震建物における地震観

測の実状調査。

●設計支援ソフト小委員会　

委員長　酒井　直己

「告示計算ソフトの結果に対す

るばらつきの検討結果」のまとめ

を技術委員会報告会で報告するも

のとした。また、今後の活動方向

委 員 会 の 動 き を議論する中で、免震設計に必要

な単機能のソフト集の開発を検討

する事で活動を進めている。

施工部会
委員長　原田　直哉

設計部会のWGに協力し、免震

部材の取り付け部の設計・施工方

法を見直している。また、同部位

の施工について、品質管理工程表

（シート）の提案や、免震部施工時

のワンポイントアドバイス的なシ

ート作成を次年度テーマとする予

定である。

免震部材部会
委員長　高山　峯夫

●アイソレータ小委員会
委員長　高山　峯夫

本小委員会では引き続き、各

種アイソレータの力学特性や設

計・施工に関する情報を収集し、

平成17年度中に公開できるよう

活動をしてきたが、最終の取り

纏めに時間を要したため、H18年

度も引き続き活動を継続するこ

とにした。

●ダンパー小委員会

委員長　荻野　伸行

ダンパー小委員会（3/17小委員

会開催）及び履歴系ダンパーWG

（2/1、3/9開催）と粘性系ダンパー

WG（2/16開催）において活動を継

続している。各WGにおいては、

一部のダンパーを除いて、ダンパ

ーの特性データ、解析検討、アン

ケート情報等に関する資料が整理

されており、ダンパー小委員会で

は、これらの審議と全体資料の装

丁を実施している。今後、最新デ

ータにおける活動報告書の作成及

び追加ダンパーに関するバージョ

ンアップを予定している。



57委員会の動き

●住宅免震システム小委員会　

委員長　高山　峯夫

本小委員会では住宅免震に関し

て初心者でもわかるマニュアルの

作成を行っている。マニュアルの

原案はほぼできあがったものの、

全体調整や付録の整備などが進ん

でいないため、H18年度も引き続

き活動を継続することにした。

応答制御部会
委員長　笠井　和彦

●パッシブ制振評価小委員会　

委員長　笠井　和彦

パッシブ制振構造マニュアル第

2版（2005年9月発行）の正誤表作

成を行った。また、中国語版への

翻訳者Jiang教授（同済大学）を招待

し、マニュアル本文やエクセル設

計シートの内容の説明を行った。

●制振部材品質基準小委員会　

委員長　木林　長仁

本小委員会は、1月16日、1月27

日、3月2日に開催し、「パッシブ

制振構造マニュアル」の中国語訳

のための資料作成、国総研委託研

究「免震構造用各種ダンパーの特

性とその評価法に関する実態調査

業務」報告書の作成を行うととも

に、昨年末に発行された「エネル

ギー法」に基づいて鋼材ダンパー

を適用する上での実務面での検討

を行った。

●アクティブ制振評価小委員会　

委員長　西谷　章

本年秋開催の、技術方向委員会

において、小委員会として作成中

のアクティブ・セミアクティブ振

動制御システム設計のための基礎

事項に関する資料を公開すべく、

細部の確認などのとりまとめを行

っている。

示での設計③ゴム協会の報告、こ

の中から検討している

出版部会
委員長　加藤　晋平

出版部会の全体会議は、4月26

日（水）に開催された。5月25日発

行予定の会誌52号の進行状況、

次の53号の内容及び執筆依頼に

ついて検討した。構造計算書偽

造問題もあり、一般の方々への

「免震建物への理解」をより平易

な内容での広報活動を普及委員

会全体で行って行く事などが議

論された。また、印刷会社の変

更による効果・表紙デザインの

変更及び編集方針などについて

も議論が交わされた。

戸建住宅部会
委員長　中澤　昭伸

平成16年9月28日付で施行され

た免震建築物の告示改正について

（財）日本建築センタ－より技術基

準解説書及び計算例が発刊され、

（財）日本建築センタ－主催の講習

会が当協会の協力で、昨年11月よ

り東京、名古屋、大阪で開催され

た。本年は名古屋建築士会の主催

で、当協会から講師を派遣し、戸

建免震住宅の講習会を行ってき

た。また、東京でも（財）日本建築

センタ－主催による講習会を2回

行った。そのうち1回は技術的な

内容も含め、時間をかけ詳細な技

術講習会となり、戸建て免震住宅

の関心の深さを実感した。

今後、講習会も含め、一般の

方々にも分かり易い、情報の提供

及び広報活動等を行っていく予定

です。

設計基準部会
委員長　北村　佳久

JSSI「時刻歴応答解析による免

震建築物の設計基準・同マニュ

アル及び設計例」が完成し、平

成17年11月1日に東京工業大学に

て講習会を行いました。これに

より設計基準部会の活動は終了

となります。

免震部材用耐火被覆検　　
討部会

委員長　池田　憲一

中間階免震建物に要求される免

震装置用耐火被覆の大臣認定条件

を検討している。天然ゴム系につ

いて許容温度150℃等の条件を試

験機関に提示し、新たな認定基準

となった。現在、高減衰系、滑り

転がり系についても同様な検討を

継続中である。

普及委員会
委員長　須賀川　勝

今年度も普及推進が重点項目な

ので4月6日に行われた当運営幹事

会では18年度に向けての普及推進

計画と9月1日予定のフォーラムな

どが併せて検討された。単行本

「考え方進め方 免震建築」の英訳

は各自の作業が終了する段階とな

り、今後相互チェック、調整をし

て完成させる予定である。

教育普及部会
委員長　早川　邦夫

3月10日（金）にイブニングセミ

ナーを開催し、13名の参加があっ

た。今回は耐震偽装の件で免震に

対する期待の大きさからか、熱い

意見交換が行われた。

講習会は6月下旬に行う予定で、

テーマを選定している。候補とし

て①積層ゴム委員会報告②免震告
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社会環境部会
委員長　久野　雅祥

地震リスク、環境問題、地震防

災面からの免震構造の優位性、及

び、社会環境に係る諸問題につい

て、調査、議論を継続的に実施し

ている。

国際委員会
委員長　岡本　伸

2006年2月にSPON社から出版を

予定していた、日本、韓国、中国、

台湾、ニュージーランド、米国、

イタリーの免制震技術の建築物へ

の応用の現状に関する「Response

Control and SeismicIsolation of

Building」と題する本の編集作業

は、昨年末でほぼ終了したが、

SPON社の担当者の変更等があり、

出版の時期が大幅にずれ込み、現

在先方から提示されている時期は

8月末ということである。

今後の活動としては、上記出版

物の完成後に、CIB/TG44として

の最終の国際ワークショップを、

中国のいずれか、例えば　Harbin

で開催することを考えている。そ

こで、TG44に代わる、免震構造

に関連した新しいテーマに関する

3年間の活動計画作成に関する議

論を行い、CIBのプログラム委員

会に提出し、承認されれば来年度

から、CIBをプラットホームにし

た新たな活動を開始する計画で

ある。

表彰委員会
委員長　五十殿　侑弘

本年度の日本免震構造協会賞の

応募は、技術賞、作品賞あわせて

13件と、ほぼ例年並みの状況であ

った。1月18日に第一回表彰委員

会を開催し、書類による選考を行

い、一次審査として、8点を合格

とした。2月、3月の5日間、技術

ヒヤリング2点、現地審査6点につ

いて二次審査を行った。

いずれの応募作品も随所に工夫

の跡が見られ、免震技術も多種多

様な建物へと適用の広がりを見せ

ている。

今回は特に地震への安心・安全

の意識の高まりとして、施主側の

免震に対する期待が従来にも増し

て膨らんでいることを実感した。

なお本年度より審査委員を6名

から2名（東京理科大学教授 北村

春幸氏、日経アーキテクチュア発

行人平島寛氏）増員して8名とし、

審査内容の一層の充実を図った。

資格制度委員会
委員長　西川　孝夫

平成17年度免震建物点検技術

者講習・試験を2月11日（土）に全

共連ビルで行った。本年度の申

込者122名で受験者は120名であ

り昨年度より約2割受験者が増加

した。3月2日に合格者の発表を

行い合格者に通知した。合格率

はほぼ例年並であった。また、

免震部施工管理技術者の更新登

録申請を2月末に締め切ったが、

更新対象者572名の内403名が更

新登録を申請した。未更新者に

は特例として来年度の更新講習

の受講により更新可能としたが、

今年度1年間は資格失効、更新講

習受講後4年間有効の資格を再度

与えることとし、ホームページ

等でその旨の周知を図っている。

なお、平成18年3月31日現在で施

工管理技術者の登録者総数は

1555名、点検技術者の登録者総

数は566名である。

維持管理委員会
委員長 沢田　研自

平成17年度の維持管理委員会

活動は、点検業務を通じて見ら

れる問題事例および推奨事例を、

仮称：“点検業務から見た免震

建物”にまとめ、免震の設計、

施工、維持管理の各段階で役立

つマニュアルとすべく原稿を作

成してきました。

内容として各段階でのチェッ

クシートならびに各項目の解説

をイラスト付きで掲載し、よく

ある問題事例やなるほどと思う

推奨事例などを掲載し、忙しい

方でも読み易く活用できる出版

物を目指しています。問題事例

は、それを繰り返さないように、

推奨事例は、広く普及を図るこ

とを考えています。

問題事例は、あまり公表され

ずまた推奨事例は、知的所有権

が設定されているなど、情報収

集には困難もありますが、会員

の皆様のご理解ご協力を得て、

免震建物がより健全な発展を遂

げる一助になることを願ってい

ます。

平成18年度は、免震材料で新

たに認定されたものを加え「免

震建物の維持管理基準-2004-」に

追加し、2007年版を発行する準

備を行う予定です。
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入会のご案内

入会ご希望の方は、次項の申し込み書に所定事項をご記入の上
下記宛にご連絡下さい。

第１種正会員

入会金 年会費

別　途

300,000円 （１口）300,000円

100,000円 100,000円

―

5,000円 5,000円第２種正会員

賛助会員

特別会員

会員種別は下記の通りとなります。

（１）第１種正会員

（２）第２種正会員

（３）賛助会員

（４）特別会員

本協会の目的に賛同して入会した法人

本協会の目的に賛同して入会した個人

本協会の事業を賛助するために入会した個人又は団体

本協会の事業に関係のある団体で入会したもの

ご不明な点は、事務局までお問い合せ下さい。

〒150-0001 東京都渋谷区神宮前2-3-18  JIA館 2階

社団法人日本免震構造協会事務局

TEL：03-5775-5432
FAX：03-5775-5434
E-mail：jssi@jssi.or.jp
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社団法人日本免震構造協会 入会申込書〔記入要領〕

〒150-0001 東京都渋谷区神宮前2-3-18  JIA館 2階

社団法人日本免震構造協会事務局

TEL：03-5775-5432
FAX：03-5775-5434
E-mail：jssi@jssi.or.jp

第１種正会員・賛助会員・特別会員への入会は、次頁の申込み用紙に記入後、郵便にてお送り

下さい。入会の承認は、理事会の承認を得て入会通知書をお送りします。その際に、請求書・

資料（協会出版物等）を同封します。

２．代表名とは、下記の①または②のいずれかになります

３．担当者は、当協会からの全ての情報・資料着信の窓口になります。

４．建築関連加入団体名

５．業種：該当箇所に○をつけて下さい。｛　　　｝欄にあてはまる場合も○をつけて下さい

６．入会事由・・・例えば、免震関連の事業展開・○○氏の紹介など。

例えば・・・・・・総会の案内・フォーラム・講習会・見学会の案内・会誌「ＭＥＮＳＨＩＮ」・会

３団体までご記入下さい。

その他は（　　　）内に具体的にお書き下さい。

費請求書などの受け取り窓口

１．法人名（口数）・・・口数記入は、第１種正会員のみです。

記載事項についてお分かりにならない点などがありましたら、事務局にお尋ねください。

第１種正会員につきましては、申込み用紙の代表権欄の代表権者または指定代理人の□に　を

①代表権者　・・・法人（会社）の代表権を有する人

例えば、代表権者としての代表取締役・代表取締役社長等

こちらの場合は、別紙の指定代理人通知（代表者登録）に記入後、申込書と併せて送付し

て下さい。

②指定代理人・・・代表権者から、指定を受けた者

入れて下さい。

会員動向
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氏　　　名

所属・役職

担当者

代表者

法　人　名（口　数）

□代表権者

□指定代理人

業種

○をお付けください

会員種別
○をお付けください

申　込　日（西暦）

申込書は、郵便にてお送り下さい。

資本金・従業員数

設立年月日（西暦）

建築関係加入団体名

入会事由

住　　　所
（勤務先）

ふ  り  が  な

氏　　　名

所属・役職

住　　　所
（勤務先）

ふ  り  が  な

ふ　り　が　な

年　　　　　月　　　　　日

万円　　・ 人

A：建設業

B：設計事務所 

C：メーカー

D：ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ

E：その他

a.総合　b.建築　c.土木　d.設備　e.住宅　f.プレハブ

a.総合　b.専業　｛1.意匠　2.構造　3.設備｝

a.免震材料　｛1.アイソレータ　2.ダンパー　3.配管継手

　　　　　　4.EXP.J　5.周辺部材｝

b.建築材料（　　　　　）　c.その他（　　　　　   ）

a.建築　b,土木　c.ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ　d.その他（　　　 　）

a.不動産　b,商社　c.事業団　d.その他（　　  　　  ）

*会員コード
*入会承認日

*本協会で記入します。

第1種正会員

〒

〒

E-mail

－ FAX－ － －

FAX － －

賛助会員 特別会員

（　　　　口）

印

印

年　　　月　　日 月　　　　日

※貴社、会社案内を1部添付してください

E-mail

－ －

社団法人日本免震構造協会 入会申込書

会員動向
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社団法人日本免震構造協会「免震普及会」に関する規約

平成11年2月23日
規約第1号

　社団法人日本免震構造協会免震普及会（以下

「本会」という。）は、社団法人日本免震構造

協会（以下「本協会」という。）の事業目的と

する免震構造の調査研究、技術開発等について

本協会の会報及び活動状況の情報提供・交流を

図る機関誌としての会誌「MENSHIN」及び関

連事業によって、免震構造に関する業務の伸展

に寄与し、本協会とともに免震建築の普及推進

に資することを目的とする。

第１（目的）

　入会手続きの完了した者は、本会員として名

簿に登載し、本会員資格を取得する。

第７（登録）

　本会の目的違背行為、詐称等及び納入金不

履行の場合は、本会会員の資格喪失するもの

とする。

第８（資格喪失）

　本会員は、本協会の会員に準じて、次のよ

うな特典等を享受することができる。

　① 刊行物の特典頒付

　② 講習会等の特典参加

　③ 見学会等の特典参加

　④ その他

第１０（会員の特典）

　本会の目的達成のため及び本会員の向上の

措置として、セミナー等の企画実施を図るも

のとする。

第１１（企画実施）

　日本免震構造協会会誌会員は、設立許可日

より、この規約に依る「社団法人日本免震構

造協会免震普及会」の会員となる。

附則

　会誌は、１部発行毎に配付する。

第９（会誌配付）

　本会員になろうとする者（個人又は法人）は、

所定の入会申込書により申込手続きをするもの

とする。

第３（入会手続き）

　会員となる者は、予め、入会金として１万円

納付するものとする。

第５（入会金）

　納入した会費及び入会金は、返却しないもの

とする。

第６（納入金不返還）

　会費は、年額１万円とする。会費は、毎年度

前に全額前納するものとする。

第４（会費）

　本会を「（社）日本免震構造協会免震普及会」

といい、本会員を「（社）日本免震構造協会免震

普及会会員」という。

第２（名称）

会員動向
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社団法人日本免震構造協会「免震普及会」入会申込書

申込書は、郵便にてお送り下さい。

申　込　日

氏　　　名
ふ　り　が　な

勤　務　先

自　　　宅

連　絡　先

住　　　所

連　絡　先 TEL（　　　　）　　　　　－

FAX（　　　　）　　　　　－

TEL（　　　　）　　　　　－

FAX（　　　　）　　　　　－

会　社　名

（西暦） 年　　　月　　　日 月　　　　日

印

所属・役職

住　　　所

〒　　　－

A：建設業　　 B：設計事務所 　　C：メーカー（　　　　　　　  ）

A：勤務先　　　 B：自　宅

D：コンサルタント　　 E：その他（　　　　　　　  　　　　　　）

〒　　－

業　　　種

会誌送付先

*コード

*入会承認日

*本協会で記入します。

該当箇所に○を

お付けください

該当箇所に○を

お付けください

業種Cの括弧内

には、分野を記

入してください
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会員登録内容に変更がありましたら、下記の用紙にご記入の上FAXにてご返送ください。

●登録内容項目に○をおつけください

1．担当者　　2．勤務先　　3．所属　　4．勤務先住所

5．電話番号　　6．FAX番号　　7．E-mail　　8．その他（　　　　　　　　　　）

送信先　社団法人日本免震構造協会事務局 宛

F A X　 0 3 － 5 7 7 5 － 5 4 3 4

※代表者が本会の役員の場合は、届け出が別になりますので事務局までご連絡下さい。

送付日（西暦） 年　　　月　　　日

会員登録内容変更届

会 社 名

（ ふりがな ）

担 当 者

勤務先住所

会 員 種 別 ：

発 信 者 ：

勤 務 先 ：

T E L ：

所 属

T E L

F A X

E - m a i l

第1種正会員　　第2種正会員　　賛助会員　　特別会員　　免震普及会

〒　　　　　－

（　　　　　）

（　　　　　）

●変更する内容

会員動向
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会員種別 会員名または氏名 業　種

入　会

第1種正会員 積水ハウス㈱ 建設業/プレハブ 

 　　〃 松尾建設㈱ 建設業/総合

賛助会員 進和建設工業㈱ 建設業/建築

 　　〃 ㈱メタルワン建材 商社

第2種正会員 船木　尚己

 （東北工業大学
 　工学部・建築学科　常勤講師）

会員種別 会　員　名

退　会

第1種正会員 木村建設㈱

賛助会員 ㈱ダイエーコンサルタンツ

　  〃 日東化工㈱

　  〃 双葉電子工業㈱

会員種別 会　員　名

会員種別変更

第1種正会員から賛助会員へ 丸磯建設㈱

賛助会員から免震普及会へ ㈱平田建築構造研究所

会員数 名誉会員 1名
（2006年4月30日現在）

 第1種正会員 108社

  第2種正会員 174名 

  賛助会員 63社 

 特別会員 6団体

会員動向
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平成17年度免震建物点検技術者試験は、平成18年2月11日（土）東京の全共連
ビルにて行われました。試験の結果を公正かつ慎重に審議のうえ、下記110名
を合格者と決定いたしました。
合格者は、登録申請終了後、本協会より「免震建物点検技術者登録証」が発

行されます。 現在、登録申請の受付を行っております。登録期限は、平成19年
3月1日までとなっております。

平成17年度「免震建物点検技術者試験」合格者発表

社団法人日本免震構造協会
会　長 山口　昭一

資格制度委員会委員長 西川　孝夫

青 山 　 悟

浅井　博之

天野　卓治

荒　　真一

飯島　光雄

石黒　康弘

伊 藤 　 豊

犬塚　道康

井上 比古矢

岩 堀 　 慎

馬先　政男

梅野　達三

大川　浩市

太田　耕司

大橋　力也

大畑　勝則

小川　英明

荻島　政行

小 田 　 勉

小 田 　 靖

小田部 胤義

乙幡　哲也

恩庄　康之

甲斐　浩二

梶田　康夫

神野　由起

菊池　公男

北 木 　 茂

木村　勇一

九鬼　圭三

國谷　雅之

倉島　健一

栗田　文久

幸前　和希

後 藤 　 繁

古味　嘉和

齋藤　英貴

酒井　啓介

迫谷　政則

佐々木 輝雄

佐々木 竜介

佐 藤 　 繁

佐藤　修一

澁谷　嘉彦

島田　高宏

嶋根　茂雄

島村　直人

白水　耕一

須 貝 　 宏

杉野　憲一

鈴木　康二

鈴木　裕之

鈴木　正人

砂 川 　 誠

須和田 高士

宋 　 治 中

園田　武久

高沢　法房

�橋　弘行

田中　英明

田辺　研二

谷川　精一

谷沢　弘容

恒 川 　 聡

藤　　良和

戸田　明宏

戸 塚 　 剛

戸 辺 　 勉

豊嶋　照夫

中村　一彦

中 山 　 隆

仁井田 英樹

西 原 　 守

野本　光男

橋本　成樹

長谷川 康弘

林 　 祥 光

原井　敏就

春川　久郎

坂東　泰男

比嘉　康友

樋口　竜也

平野　誠治

平野　直人

藤 原 　 博

藤盛　隆夫

藤原　庸雅

藤原　秀男

（氏名五十音順・敬称略）

星田　英俊

細 田 　 亮

本 田 　 功

前 川 　 豊

松尾　紀元

松下　玲子

真 船 　 修

豆田　和幸

水原　崇文

宮 川 　 勉

村山　和義

村山　茂之

望月　成樹

森田　鋼一

森田　将史

山我　信秀

山際　憲博

山 和徳

吉 田 　 豊

吉留　浩一

渡辺　恵介

渡辺　将也

I n f o r m a t i o n
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I n f o r m a t i o n

土金木水火月日

　 　 　 　 1 2 3

4 5 6 7 8 9 10

11 12 13 14 15 16 17

18 19 20 21 22 23 24

25 26 27 28 29 30

6月
6/1 記者懇談会（協会会議室）

6/8 平成18年度通常総会、協会賞表彰式、懇親会
（明治記念館）

6/8 第8回日本免震構造協会／協会賞募集

6/16 通信理事会

6/26 免震部建築施工管理技術者更新対象者へ更新案内
送付

土金木水火月日

　      　 　 　 　 　 1

2 3 4 5 6 7 8

9 10 11 12 13 14 15

16 17 18 19 20 21 22

23 24 25 26 27 28 29

30 31

7月
7/3 平成18年度「施工管理技術者講習・試験」案内送

信、ホームページ掲載

7/3 平成18年度「施工管理技術者更新講習会」ホーム
ページ掲載

7/18 通信理事会

土金木水火月日

　 　      1 2 3 4 5

6 7 8 9 10 11 12

13 14 15 16 17 18 19

20 21 22 23 24 25 26

27 28 29 30 31

8月

8/16 通信理事会

8/24 平成18年度免震部建築施工管理技術者講習・試験
申込受付締切り

8/25 会誌「menshin」No.53発行

土金木水火月日

　      　 　 　 　 1 2

3 4 5 6 7 8 9

10 11 12 13 14 15 16

17 18 19 20 21 22 23

24 25 26 27 28 29 30

9月
9/1 「第11回JSSIフォーラム」（日本大学）

9/19 通信理事会

※6/17
協会設立記念日

は行事予定日など行事予定表（2006年6月～2006年9月）
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会誌「MENSH I N」　広告掲載のご案内

会誌「MENSH I N」に、広告を掲載しています。貴社の優れた広告をご掲載下さい。

●広告料金とサイズなど

1 ）広告の体裁 A４判（全ページ）　1色刷

 掲載ページ 毎号合計10ページ程度

2 ）発行日 年４回　2月・5月・8月・11月の25日

3 ）発行部数 1,200部

4 ）配布先 社団法人日本免震構造協会会員、官公庁、建築関係団体など

5 ）掲載料（１回）

※原稿・フィルム代は、別途掲載者負担となります。※通年掲載の場合は、20％引きとなります。正会員以外は年間契約は出来ません。

6 ）原稿形態 広告原稿・フィルムは、内容（文字・写真・イラスト等）をレイアウトしたものを、

 郵送して下さい。

 広告原稿・フィルムは、掲載者側で制作していただくことになりますが、会誌印刷会社

 （株）大應に有料で委託することも可能です。

7 ）原稿内容 本会誌は、技術系の読者が多く広告内容としてはできるだけ設計等で活用できるような

 資料が入っていることが望ましいと考えます。

 出版部会で検討し、不適切なものがあった場合には訂正、又は掲載をお断りすることも

 あります。

8 ）掲載場所 掲載場所につきましては、当会にご一任下さい。

9 ）申込先 社団法人日本免震構造協会 事務局

 〒150-0001　東京都渋谷区神宮前2-3-18　JIA館2階

 TEL　03-5775-5432　FAX　03-5775-5434

広告を掲載する会員は、現在のところ正会員としておりますが、賛助会員の方で希望される場合は、事務局へ

ご連絡下さい。

スペース 料　金 原稿サイズ

1ページ ￥84,000（税込） 天地　260mm　左右　175mm

I n f o r m a t i o n
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「構造計算書偽造問題」で一般の方々の意識も高

まり、価格優先でなく耐震安全性が強く求められ

る背景が出来た現在では、免震建築の優位性を平

易に説明し普及させる事が望まれます。「免震イブ

ニングセミナー」の様なセミナーを一般の方々に

出来るだけ聴講していただける機会が増えればと

思っていますが、免震戸建て住宅の見学会報告に

あります様に施主が免震住宅ありきで検討されて

いる場合もあり徐々に普及が進んでいる事が伺わ

れます。

今号の免震建築紹介でも昨今の状況から防災拠

点・超高層住宅・病院にPML（地震推定損害額）を

低く抑えた倉庫など明快な目的意識の基に耐震安

全性を求めて設計がなされた免震建築を紹介して

おります。

医療の最先端施設を有する免震建築を病院長先

生自ら案内して下さった榊原記念病院の免震建築

訪問や今号の編集を担当した編集WGは、加藤、小

山、斉藤、千馬、竹内さんの5名の方々でした。御

苦労様でした。

出版部会委員長　　加藤　晋平

編集後記

好評発売中

造免 震 構 造造 の 魅 力
震に大地震に震に備える

免震建築の普及のため、建築主向けに免震構造を分かり易く解説したもの

価格（税込） ： 会　員 ￥2,000
  非会員 ￥2,500
  アカデミー ￥1,500

発 売 元 ： 社団法人日本免震構造協会

発 行 日 ： 2005年8月

（約9分）








